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【用語集】 

（アルファベット・50 音順） 
用 語 解 説 

JV 
 (Joint Venture) 

複数の建設企業が、一つの建設工事を受注、施工することを目的として形

成する事業組織体のことをいう。 
KPI 
(Key Performance Indicator) 事業目標の達成を評価するために用いられる重要業績評価指標を指す。 

NPV 
 (Net Present Value) 

対象事業について公共施設等の管理者等が実施した場合に見通されるキ

ャッシュフローベースでの総収入と総支出（設備投資を含み、元利金の償

還を含まない）の差分を、当該事業に公共施設等の管理者等が負っている

リスクを加味した割引率で現在価値化したもの。（運営権ガイドライン（内

閣府）） 

NPV’ 

対象事業について事業者が実施した場合に見通されるキャッシュフロー

ベースでの総収入と総支出（設備投資を含み、元利金の償還を含まない）

の差分を、当該事業に事業者が負うリスクを加味した割引率で現在価値化

したもの。（運営権ガイドライン（内閣府）） 
PFI 
(Private Finance Initiative) 民間が資金調達し、設計、建設、運営を民間が一体的に実施する方式。 

PFI（従来型） PFI 事業のうち、主に延べ払い方式によるものを指す。 

PFI 事業の LCC 
(LCC: Life Cycle Cost) 

PFI 事業として実施する場合の事業期間全体を通じた公的財政負担の見

込額の現在価値。（VFM ガイドライン（内閣府）） 
なお、LCC とは、プロジェクトにおいて、計画から、施設の設計、建設、

維持管理、運営、修繕、事業終了までの事業全体にわたり必要なコストの

こと。（PFI 事業導入の手引き） 

PFI 法 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成

11 年法律第 117 号） 
PPP  
 (Public Private Partnership) 

公共サービスの提供に民間が参画する手法を幅広く捉えた概念で、民間資

本やノウハウを活用し、効率化や公共サービスの向上を目指すもの。 
PSC 
 (Public Sector Comparator) 

公共が自ら事業を実施する場合の事業期間全体を通じた公的財政負担の

見込額の現在価値。（VFM ガイドライン（内閣府）） 

VFM (Value For Money) 

一般に、「支払に対して最も価値の高いサービスを供給する」という考え

方。同一の目的を有する２つの事業を比較する場合、支払に対して価値の

高いサービスを供給する方を他に対し「VFM がある」といい、残りの一

方を他に対し「VFM がない」という。（VFM ガイドライン（内閣府）） 
インフォメーション 
パッケージ 
 (IP: Information Package) 

対象となっている下水道事業の財務状態や施設状態について、現状を客観

的に示す資料。 

コンセッション方式 

公共施設等運営事業。利用料金の徴収を行う公共施設等について、施設の

所有権を地方公共団体が有したまま、運営権を民間事業者に設定する方

式。 
運営権者は、原則として利用者から収受する下水道利用料金により事業を

運営する。 

コンソーシアム 
民間事業者の公募にあたり組成される法人格のない共同企業体のことを

いう。 

ステップイン 
運営権者の債務不履行等により選定事業の実施が困難となった場合に、資

金供給している融資金融機関が事業に介入すること。（PFI 事業導入の手

引き） 
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用 語 解 説 

デューデリジェンス 
 (DD: Due Diligence) 

管理者が、自らが行う VFM の算出や事業スキームの検討に必要な情報、

及び、民間事業者が投資意思決定の判断にあたって根拠とする情報を整備

すること。 
又は、応募者が、事業者選定期間中に、収益の見込額や事業運営コスト、

運営上のリスクを把握することを目的として情報を精査すること。 

プロフィット・ロスシェアリン

グ 

各事業年度の収益があらかじめ規定された基準を上回った場合に、その程

度に応じて運営権者から管理者等に金銭を支払い、下回った場合に、その

程度に応じて管理者等が運営権者の収益減少分を負担すること。（運営権

ガイドライン（内閣府）） 

マーケットサウンディング 民間事業者のコンセッション方式の個別事業への参加意欲を実施方針等

の策定に先立って把握する試み。 

モニタリング 

選定事業者による公共サービスの履行に関し、約定に従い適正かつ確実な

サービスの提供の確保がなされているかどうかを確認する重要な手段で

あり、公共施設等の管理者等の責任において、選定事業者により提供され

る公共サービスの水準を監視（測定・評価)する行為。 

リスク 
選定事業の実施にあたり、協定等の締結の時点ではその影響を正確には想

定できない。このような不確実性のある事由によって、損失が発生する可

能性をリスクという。 

リスク分担 

事業において想定され得るリスクを、公共と民間事業者で分担すること。

リスク分担については、実施方針等において、リスク分担表の形式で示さ

れることが多い。 
リスク分担における原則は、「各々のリスクを最も適切にコントロールで

きるものがリスクを負担する」ということである。（「可能な限り多くのリ

スクを民間事業者側に負担させる。」ということではないということに注

意すべきである） 

運営権者 PFI 法第 16 条に基づき公共施設等運営権を設定された選定事業者。 

運営権対価 公共施設等を運営して利用料金を収受する権利に対する対価。 

競争的対話 

プロセスガイドライン（内閣府）で示される民間事業者選定フローにおい

て、要求水準書等の作成（調整）及び提案内容の確認・交渉を行うための

対話。 
具体的には、①管理者が応募者と提案内容の確認・交渉を行い、その結果

に基づき要求水準書等を作成・調整すること、②①の対話終了後、提案書

の提出要請を行うこと、③必要に応じ、対話参加者を三者程度に絞り込む

ことが挙げられる。 

下水道管理者 公共下水道の設置、改築、修繕、維持その他の管理をする者。 

下水道使用料 
下水道法第 20 条第１項に定められる管理者が公共下水道を使用する者か

ら徴収する使用料。広義の下水道使用料（下水道管理者自らが徴収する下

水道使用料及び下水道利用料金を合算したもの）とは異なる。 

下水道利用料金 PFI 法第 23 条第１項に基づき、公共施設等運営事業において運営権者が

下水道を使用する者から収受する利用料金。 

現在価値 

例えば、インフレ率を０としても、現時点での１億円と 10 年後の１億円

とでは価値が異なる。このため、この２つの価値を比較する際、10 年後

の１億円が現時点での何円に相当するかという換算が必要となる。このよ

うに、将来の価値を現在の価値に換算することを現在価値に換算するとい

う。この換算に当たって用いる換算率が割引率である。10 年後の１億円

を割引率ｒ（年率）で現在価値に換算する場合、１億円÷（１＋ｒ）10に

より計算される。（VFM ガイドライン（内閣府）） 
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用 語 解 説 

公共施設等運営権（運営権） 利用料金の徴収を行う公共施設等について、当該施設の運営を行う権利。

（運営権ガイドライン（内閣府）） 

公的不動産有効活用事業 
公的不動産の利活用について、民間からの自由な提案を募ることで、財政

負担を最小に抑え、公共目的を最大限達成することを目指した事業。 
（PPP／PFI の抜本改革に向けたアクションプラン（内閣府）） 

公募型プロポーザル方式 
公募により提案書を募集し、予め示された評価基準に従って最優秀提案書

を特定した後、その提案の提出者との間で契約を締結する方式。（PFI 事

業導入の手引き） 

固定価格買取制度 (FIT) 
(Feed-in Tariff) 

「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法

（平成 23 年法律第 108 号）」により制定された再生可能エネルギーで発

電された電気をその地域の電力会社が一定価格で買い取ることを国が保

証する制度。 

混合型 コンセッション方式のうち、運営権者の収入が利用者による料金等と公的

主体からの支払いにより構成される方式。 

資金調達 

事業実施に必要となる資金について、PFI 事業においては、原則として、

特別目的会社（SPC）が金融機関からの借入れ等、自らの責任で調達する。 
従来型公共事業では、公共が地方債や国庫補助金、一般財源により調達し

ている。 

実施方針 公共施設等の管理者等が PFI 法第５条に基づき、基本方針にのっとり定め

る、特定事業の実施に関する方針。  

仕様発注 発注者が施設の構造、資材、施工方法等について、詳細な仕様を決め、設

計書等によって民間事業者に発注する方式。 

性能発注 

発注者が求めるサービス水準を明らかにし、事業者が満たすべき水準の詳

細を規定した発注のこと。 
PFI 事業については、仕様発注方式よりも性能発注方式の方が PFI 法の主

旨である「民間の創意工夫の発揮」が実現しやすくなる。 

選定事業 公共施設等の管理者等により、基本方針及び実施方針に基づき、実施する

ことが適切であると選定された特定事業。 

総合評価一般競争入札 

予定価格の範囲内で申し込みをした者のうち、価格だけではなくその他の

条件（維持管理・運営のサービス水準、技術力等）を総合的に勘案し、落

札者を決定する方式（地方自治法施行令第 167 条の 10 の２）。（PFI 事業

導入の手引き) 

直営方式 管理者が自らの職員により下水道施設の運営や業務を行う方式。 

直接協定 

選定事業者による選定事業の実施が困難となった場合等に、管理者による

PFI 事業の契約解除権行使を融資金融機関が一定期間留保することなど

について規定される。（PFI 事業の課題に関する検討報告書～直接協定の

典型例について～（平成 16 年 PFI 事業の課題に関する委員会）） 

導入可能性調査 
(FS：Feasibility Study) 

PFI 事業として実施する場合、サービス水準の向上の見込みがあるか、民

間の参入意欲がどの程度か、VFM シミユレーションの検証等から総合的

に評価し、PFI の導入の可能性を判断するもの。 

特定事業 公共施設等の整備等に関する事業で、民間の資金、経営能力及び技術的能

力を活用することにより効率的かつ効果的に実施されるもの。 

特別目的会社 
(SPC：Special Purpose Company) 

ある特別の事業を行うために設立された事業会社のこと。 
PFI では、公募提案する共同企業体（コンソーシアム）が、新会社を設立

して、建設・運営・管理にあたることが多い。 
なお、会社法上の株式会社であることが多い。 

独立採算型 
PFI 事業の事業類型の一つ。民間事業者が自ら調達した資金により施設の

設計、建設、維持管理、運営等を行い、利用者からの利用料金収入によっ

て資金を回収する類型。 



 

ix 
 

用 語 解 説 

包括的民間委託 
下水処理サービスの質を確保しつつ、民間の創意工夫を活かした効率的な

維持管理を行うため、複数年契約を前提とした性能発注を基本的な要素と

する方式。 

民間収益施設併設事業 

収益施設の併設や既存の収益施設を活用する等、事業収入等により費用を

回収する事業、副産物の活用等付加価値を創出し施設のバリューアップを

図る事業。 
（PPP／PFI の抜本改革に向けたアクションプラン（内閣府）） 

割引率 

現在価値を算出する際に用いる利率。NPV の割引率については、対象事

業の類似事業や海外での同種事業における事例から算定するのが望まし

く、NPV’の割引率については、管理者等の割引率で整理したものに加え、

マーケットサウンディング等において関心を有する事業者から意見聴取

して算出するのが望ましい。（運営権ガイドライン（内閣府）） 

 
○「民間」「民間事業者」について 

本ガイドラインにおいて、「民間」とは民間部門を広く捉えた概念とし、「民間事業者」とはコンセッ

ション方式を含む PPP/PFI 事業に事業者として参画または参画を検討する民間企業を指す。
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第1章 総論 

1.1 はじめに 

本ガイドラインは、今後の下水道分野の PPP/PFI 事業において、PFI 法に基づく公共施

設等運営事業（以下「コンセッション方式」という。）の実施に向けて、下水道管理者（以

下「管理者」という。）及び運営権者等が取り組むべき事項を整理したものである。 

平成 26 年３月に「下水道施設の運営における PPP/PFI の活用に関する検討会」におけ

る検討を踏まえ、「下水道事業における公共施設等運営事業等の実施に関するガイドライン」

を策定し、その後、平成 31 年３月に、関連制度の見直しや、下水道分野におけるコンセッ

ション方式の具体事例の進展を踏まえ、「下水道事業における公共施設等運営事業等の実施

に関するガイドライン（案）改正検討会」における検討を経て改正を行った。 
 本ガイドラインは、更なる具体事例の進展やコンセッション方式の導入検討の増加、中小

規模の下水道事業への導入事例や管路施設を対象とする事例、バンドリング事例の登場を

踏まえ、「下水道事業における公共施設等運営事業等の実施に関するガイドライン改正検討

会」における検討を経て、令和４年３月に改正を行ったものである。 

政府全体としては、生産性を高める社会資本整備の改革の一環として PPP/PFI などの官

民連携手法を通じて民間の創意工夫を最大限取り入れ、公共事業の効率化等を図る取組を

進めているところである。（経済財政運営と改革の基本方針 2021：令和３年６月 18 日閣議

決定）。 

これにあわせて、「PPP/PFI 推進アクションプラン（令和３年改定版：令和３年６月 18
日 民間資金等活用事業推進会議決定）」において、「コンセッションをはじめとした多様な

PPP/PFI の推進が重要であり、これにより、新たなビジネス機会を拡大し、地域経済好循

環を実現するとともに、公的負担の抑制を図り、国及び地方の基礎的財政収支の黒字化を目

指す経済・財政一体改革に貢献することが期待され、さらに、SDGs（持続可能な開発目標）

の実現にも寄与すると考えられるほか、2050 年カーボンニュートラルの実現等に向けて、

再生可能エネルギーの活用を一層推進するにあたり積極的に PPP/PFI を活用していくこと

が重要である」と示されたところである。 

さらに、今般、新型コロナウィルスによる影響等、下水道事業及び管理者を取り巻く環境

が変化していることも踏まえ、自治体の枠を超えた連携・協働や広域化、複数施設の一体運

営等による事業の効率化、民間の創意工夫を活かした災害対応能力の強化や人材育成・強化

等、多様な観点から、民間事業者の適切な活用により、持続可能な下水道事業サービスの提

供につながり、使用者にとってのメリットにもなることから、さらなるコンセッション方式
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の活用が期待される。 

今後も、下水道分野における PPP/PFI の活用やコンセッション方式の取組の進展等に鑑

みて、本ガイドラインは必要に応じて適宜見直しを行うものとする。 
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1.2 本ガイドラインにおいて参照する法令及びガイドライン等 

本ガイドラインにおいて参照する法令及びガイドライン等については、図表 1-1 に示す

略称を用いる。 
 
 

図表 1-1 本ガイドラインで参照する法令及びガイドライン等 

法令/ガイドライン等 名称 
本ガイドライン 
における略称 

民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律

（平成 11 年法律第 117 号） 
PFI 法 

下水道法（昭和 33 年法律第 79 号） 下水道法 
地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号） 地方自治法 
地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号） 地方公営企業法 
水質汚濁防止法（昭和 45 年法律第 138 号） 水質汚濁防止法 
公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和 26 年法律第 97 号） 国庫負担法 
公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律（平

成 12 年法律第 50 号） 
地方公務員派遣法 

PFI 事業実施プロセスに関するガイドライン（令和 3 年 内閣府） 
プロセスガイドライ

ン（内閣府） 
PFI 事業におけるリスク分担等に関するガイドライン（令和 3 年 
内閣府） 

リスク分担ガイドラ

イン（内閣府） 
VFM(Value For Money)に関するガイドライン（平成 30 年 内閣

府） 
VFM ガイドライン

（内閣府） 
契約に関するガイドライン  - PFI 事業契約における留意事項に

ついて-（令和 3 年 内閣府） 
契約ガイドライン

（内閣府） 

モニタリングに関するガイドライン（平成 30 年 内閣府） 
モニタリングガイド

ライン（内閣府） 
公共施設等運営権及び公共施設等運営事業に関するガイドライン

（令和 3 年 内閣府） 
運営権ガイドライン

（内閣府） 

PFI 事業における事後評価等マニュアル（令和 3 年 内閣府） 
事後評価マニュアル

（内閣府） 

ＰＦＩ事業民間提案推進マニュアル（令和 3 年 内閣府） 
民間提案推進マニュ

アル（内閣府） 
性能発注の考え方に基づく民間委託のためのガイドライン（平成

13 年 国土交通省） 
性能発注ガイドライ

ン（国土交通省） 
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下水道事業におけるPPP/PFI手法選択のためのガイドライン（案）

（平成 29 年 国土交通省） 
手法選択ガイドライ

ン（国土交通省） 
地方公共団体のサウンディング型市場調査の手引き（令和元年 

国土交通省） 
サウンディング手引

き（国土交通省） 

処理場等包括的民間委託導入ガイドライン（令和 2 年 公益社団

法人 日本下水道協会） 
処理場包括ガイドラ

イン（下水道協会） 
処理場等包括的民間委託の履行監視・評価に関するガイドライン

（平成 30 年 公益社団法人 日本下水道協会） 
履行監視ガイドライ

ン（下水道協会） 

下水道経営改善ガイドライン（平成 26 年 公益社団法人 日本下

水道協会） 
経営改善ガイドライ

ン（下水道協会） 

下水道使用料算定の基本的考え方 2016 年度版（平成 29 年 公益

社団法人 日本下水道協会） 
使用料算定の考え方

（下水道協会） 

下水道管路管理の包括的民間委託推進マニュアル（案）（平成 31 年 

公益財団法人 日本下水道新技術機構） 
管路包括推進マニュ

アル（下水道機構） 

経営戦略策定・改定マニュアル（令和 4 年 総務省） 
経営戦略策定マニュ

アル（総務省） 

1.3 本ガイドラインの目的 

下水道分野におけるコンセッション方式の事例は未だ国内における先行事例が少ないの

が実情であり、本ガイドラインは、コンセッション方式による下水道事業実施の検討を可能

とするための基本的な考え方や手順をより分かりやすく整理・解説することを目的とする。 

また、PPP による民間収益施設併設事業・公的不動産有効活用事業については、近年事

例が増えつつある。本ガイドラインでは、これらの事業の普及推進も目的として、実施事例

を基に事業実施における課題とその解決策についても紹介する。 

なお、コンセッションも含めた官民連携手法のうち、いかなる官民連携手法が課題解決に

資するかを検討するにあたっては、「手法選択ガイドライン（国土交通省）」に沿って検討す

ることを想定している。 
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1.4 本ガイドラインの構成 

４章で構成し、各章の記載内容は以下のとおりである。 

第１章・・・総論（本ガイドラインの目的や構成等） 

第２章・・・コンセッション方式の事業実施に関する解説 

Ⅰ 導入・実施手順 

Ⅱ 導入における検討事項 

第３章・・・民間収益施設併設事業及び公的不動産有効活用事業の推進について 

第４章・・・おわりに 

 

1.5 本ガイドラインの対象 

すべての管理者及びコンセッション方式の参画を検討する民間事業者を対象としている。 

 

1.6 本ガイドライン利用上の留意点 

下水道事業におけるコンセッション方式特有の検討事項を中心に、その基本的な考え方

を整理している。 

そのため、個別具体的な案件の検討に際しては、本ガイドラインを参考にしつつも、事業

の特徴や範囲、管理者における事業目的や組織体制等に合わせた柔軟な運用が必要である。 

また、本ガイドラインに掲載している事例（浜松市、宮城県及び須崎市の事例等）につい

ては、事例ごとに、それぞれの固有の事情が反映されていることに留意することが必要であ

る。 
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1.7 本ガイドラインにおける語尾の統一 

根拠や優先的な検討事項をわかりやすく明示するため、「法令等の規定に係るもの」「内閣

府のガイドライン等に係るもの」「本ガイドラインによる考え方に係るもの」のそれぞれに

つき下記のとおり語尾を分類・統一して記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

  

【語尾の統一について】 

・法令等の規定に係るもの： 「～と定められている（規定されている）」 

・内閣府のガイドライン等に係るもの： 「・・・において、～と示されている」 

・本ガイドラインによる考え方に係るもの：  

「べきである」「～が必要/重要である」「～が望ましい」 「～と考えられる」 「～が想定される」  

（実施の期待） （事例の可能性） 強 弱 強 弱 



 

7 
 

第2章 コンセッション方式の事業実施に関する解説 

2.1 コンセッション方式活用にあたってのステップ 

 

2.1.1 ステップの全体像 

本章では、コンセッション方式の活用にあたってのステップを示す。 

検討準備フェーズ以前（2.1.2）においてコンセッション方式を官民連携の最適の手法と

して選択した後、コンセッション方式の活用を検討する最初の段階である検討準備フェー

ズ（2.1.3）においてマーケットサウンディングや公共側デューデリジェンスを実施し、ス

キームの検討を行う。 

その後、コンセッション事業を実施する民間事業者の公募に向けた段階である公募準備

フェーズ（2.1.4）に移行し、詳細な事業スキームのほか、公募に必要な各種資料を作成す

る。 

公募開始後、公募・事業準備フェーズ（2.1.5）に移行し、募集要項に沿った公募手続を実

施するほか、民間事業者からの提案を受けて事業者の選定審査を行い、優先交渉権者を選定

して基本協定及び実施契約を締結する。 

実施契約締結後、事業遂行フェーズ（2.1.6）に移行し、引継ぎや実際の運営事業を始め

る。 

なお、検討や手続等に要する期間についてはあくまで目安であり、施設規模や事業スキー

ムなどにより異なることに留意する必要がある【詳細は 2.1.7 参照】。 

 

 

  

コンセッション方式の実施にあたっては、管理者自ら又は民間事業者の「事業の発

案」から始まり、管理者において、実施方針等を策定するための「情報整理」「実施方

針の策定、公表」「特定事業の評価、選定、公表」「民間事業者の募集、評価、選定」「運

営権の設定」「実施契約の締結」の手続が必要となる。民間事業者の参画促進やデュー

デリジェンスの円滑化の観点から、事業の情報整備やマーケットサウンディングの実

施が特に重要である。 
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図表 2-1 コンセッション方式の活用にあたってのステップ全体像 

 
  



9

先行事例 ： 浜松市、須崎市、宮城県における各フェーズの期間

浜松市、須崎市、宮城県では各フェーズにそれぞれ下記の期間を要している。

図表 2-2先行事例における各フェーズの期間

※「検討準備フェーズ」「公募準備フェーズ」の期間は、検討業務委託の工期を基に算出。

※重複している期間があるので、各フェーズ期間の合計は総検討期間とはならない。

※宮城県の公募・事業準備フェーズには、水道法上の許可の取得のため、事前打合せや審査に要し

た期間を含んでいる。

フェーズ 浜松市 須崎市 宮城県

検討準備フェーズ

導入可能性調査～

マーケットサウンディング

1 年 5 ヶ月程度

H25.11～H27.3

1 年 6ヶ月程度

H28.10～H30.3

1 年 8ヶ月程度

H29.5～H31.1

公募準備フェーズ

実施方針作成～公募資料

作成

1 年 8 ヶ月程度

H26.10～

公募開始 H28.5

1 年 3ヶ月程度

H29.6～

公募開始 H30.8

1 年 1ヶ月程度

H31.2～

公募開始 R2.3

公募・事業準備

フェーズ

公募開始～実施契約締結

1 年 5 ヶ月程度

公募開始 H28.5～

実施契約締結 H29.10

8 ヶ月程度

公募開始 H30.8～

実施契約締結 R1.11

1 年 9ヶ月程度

公募開始 R2.3～

実施契約締結 R3.12

事業実施フェーズ

実施契約締結～運営事業

開始

5 ヶ月程度

実施契約締結 H29.10

～運営事業開始 H30.4

4 ヶ月程度

実施契約締結 R1.11

～運営事業開始 R2.4

4 ヶ月程度

実施契約締結 R3.12

～運営事業開始 R4.4
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2.1.2 検討準備フェーズ以前 

コンセッション方式の採用をする前段階において、管理者において、下水道事業の現状整

理や課題抽出を行い、当該課題解決等に資する最善の官民連携手法の選択について、検討を

行う必要がある。 

このような、下水道事業の現状整理や課題抽出、課題解決の方向性整理については、「経

営改善ガイドライン（下水道協会）」や「経営戦略策定マニュアル（総務省）」が参考となり、

いかなる官民連携手法が課題解決に資するかを検討するにあたっては、「手法選択ガイドラ

イン（国土交通省）」が有用である。 

 

図表 2-3 手法選択フェーズにおける検討のステップの詳細 
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2.1.3 検討準備フェーズ 

検討準備フェーズは、コンセッション方式の活用を検討する最初の段階を指す。 

本フェーズでは、手続として、①マーケットサウンディング（コンセッション事業主体の

候補となりうる民間事業者からの意見聴取）及び②これを行うために必要な事業の情報整

備（管理者によるデューデリジェンス）【2.3 参照】を実施する。その際、マーケットサウン

ディングを複数回実施するときは、初回のサウンディングの段階から、管理者は、自らが既

に保有している財務情報やストックマネジメントに係る情報等を積極的に民間事業者に開

示することが重要である。この際、現時点で包括民間委託等の PPP を実施している場合は、

公平性の観点からも、当該民間企業より最大限の情報を収集し開示する必要がある。早期の

段階から、より多くの情報を開示することで、管理者は民間事業者から具体的な意見を聴取

することが可能となるとともに、民間事業者としても、当該情報を参考として、予め当該事

業への参画への可能性の検討が可能となる。 

また、マーケットサウンディングをするための前提として、基本的な事業スキームを検討

する。 
 基本的な事業スキームとは、主に、コンセッション事業の対象とする地理的範囲、施設範

囲、業務内容、リスク分担【2.10、2.12 参照】、運営権者に対する管理者の出資の有無、地

域企業等の参画の有無、不良・不適格事業者の排除のあり方、流域下水道や雨水排除施設の

対象化の要否【2.9 参照】等が想定される。論点となる項目の検討にあたっては、これらが

相互に影響しあうこと（例えば業務範囲とリスク分担等）に留意が必要となる。このことは

検討準備フェーズだけではなく、公募準備フェーズにおいても同様である。 

さらに、下水道事業の財政状態や施設状態等の事業情報を整備して、インフォメーション

パッケージ（IP）としてまとめ、基本的な事業スキームと併せて民間事業者に開示して、マ

ーケットサウンディングを実施することが想定される。 

マーケットサウンディングの結果、コンセッション方式の採用に向けて更なる検討を行

う場合には、次の公募準備フェーズに進む。 
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図表 2-4 検討準備フェーズにおける検討のステップの詳細 

 
 

 

  



 

13 
 

2.1.4 公募準備フェーズ 

公募準備フェーズは、コンセッション事業を実施する民間事業者の公募に向けた段階を

指す。 

本フェーズでは、マーケットサウンディングの際に作成した基本的な事業スキームをも

とに、より詳細な事業スキームの検討を行う。 
 その際、有識者による諮問機関の設立や実施方針（案）等の公表等、広く意見を聴収しな

がら事業スキームを検討することが重要である。聴取した意見により、公表した案の内容に

変更を加えることも想定される。 

PFI 法に則した手続としては、管理者による実施方針の策定【2.4 参照】及び特定事業の

選定【2.5 参照】がある。実施方針の策定の際は、あらかじめ実施方針条例の制定（下水道

条例に規定する場合には一部改正）のため、議会の議決が必要となる。その後、公募参画事

業者に開示する書類（募集要項、実施契約書（案）、要求水準書（案）等）を作成する。【2.6
参照】 

このように、本フェーズでの検討内容は、事業遂行フェーズにおける運営条件やモニタリ

ングの内容であるため、最も重要なフェーズである。また、本フェーズでの検討をふまえ、

コンセッション事業実施の要否（すなわち事業者公募を行うかどうか）の決定を行う。 

本フェーズにおける検討の結果を受け、管理者は、実施方針、特定事業の選定結果、募集

要項、事業者選定基準、実施契約書（案）及び基本協定書（案）、要求水準書（案）、モニタ

リング基本計画書等としてまとめ、これらの資料を用いて実施方針の公表、特定事業の選定、

公募手続を実施する。 

 

  



 

14 
 

図表 2-5 公募準備フェーズにおける検討のステップの詳細 
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2.1.5 公募・事業準備フェーズ 

公募・事業準備フェーズは、公募手続を開始した後、選定された民間事業者との間でコン

セッション事業に関する実施契約を締結するまでの段階を指す。 

本フェーズでは、管理者が募集要項に沿った公募手続を実施するほか、民間事業者からの

提案を受けて事業者の選定審査を行い、優先交渉権者を選定して基本協定及び実施契約を

締結する。 

民間事業者の選定審査にあたり必要な事項として、民間事業者によるデューデリジェン

スへの対応【2.7.1 参照】、競争的対話の実施【2.7.2 参照】、審査基準に沿った審査【2.14.1
参照】及び審査にあたっての有識者委員会の運営【2.14.2 参照】等が想定される。 

公募参加した民間事業者と管理者は、競争的対話等を通じて要求水準の内容や契約条件

等に関する解釈等の確認を行うが、管理者が公募開始時に示したこれらの内容や条件等に

ついては、民間事業者からより魅力的な提案を求める観点から、公募の公平性や透明性に配

慮しつつ、事業スキームについての根幹に抵触しない範囲で変更を加えることも想定され

る。 

PFI 法に則した手続としては、民間事業者の選定、選定結果の公表【2.7.4 参照】がある。 

優先交渉権者選定後の事業準備としては、管理者は、優先交渉権者として選定された民間

事業者との間で基本協定を締結し【2.8.1 参照】、優先交渉権者は契約準備行為として SPC
の設立等の必要な手続を行い、管理者は、PFI 法に則した手続として当該 SPC に対する運

営権を設定し【2.7.5 参照】、実施契約を締結する【2.8.2 参照】。運営権を設定する際は、議

会の議決が必要となる。 

本フェーズにおける公募・事業準備に係る手続の結果については、管理者が民間事業者の

選定結果や審査講評を作成・公表するとともに、締結済の基本協定及び実施契約を開示・公

表する。 
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図表 2-6 公募・事業準備フェーズにおける検討のステップの詳細 
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2.1.6 事業遂行フェーズ 

事業遂行フェーズは、実施契約締結からコンセッション事業の終了までの段階を指す。 

既に述べたとおり、本フェーズで具体的に行われる手続の内容は、公募準備フェーズで予

め検討され、募集要項等に反映されている。したがって、本フェーズでは、主に、運営権者

は利用料金の設定や届出、事業開始に向けた準備行為や引継行為を行うとともに、事業開始

後は、管理者は、締結された実施契約や要求水準の内容に沿って事業が遂行されているかど

うかをモニタリング【2.15 参照】する。 

また、事業の終了に伴い、管理者は運営権者から運営権設定対象施設の引き渡しや引継ぎ

を受けるとともに、コンセッション事業の事業評価を適切に行うことが必要となる【2.19 参

照】。 

  

図表 2-7 事業遂行フェーズにおける検討のステップの詳細 
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2.1.7 各フェーズで要する期間の目安 

検討着手から事業開始までに要する期間は事業の内容や規模により異なると考えられる

が、従来の PPP/PFI 事業よりも事前の準備をより入念に行う必要がある。 

あくまでも目安ではあるが、概ね、事業の発案及び検討準備フェーズに２年～３年程度、

公募準備フェーズに１年程度、公募・事業準備フェーズに１年程度、実施契約の締結から引

継等の事業遂行フェーズに１年程度を要するものと考えられる。各段階に要する期間につ

いては、施設規模や事業スキームにより異なるので、案件ごとに設定する必要がある。提案

書作成や引継ぎ等に要する期間については、マーケットサウンディングで管理者が民間事

業者から聞き取ることも考えられる。 
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I  導入・実施手順  

2.2 事業スキームの検討 

 

 

 
管理者は、コンセッション方式の活用を検討するにあたり、まずコンセッション事業スキ

ームの基本的な枠組を構築する必要がある。枠組の項目の例は、対象とする地理的範囲（処

理区等）、施設範囲（処理場、管路等）及び業務内容（企画調整・維持管理、更新工事）等

である【詳細は 2.9 参照】。 

このような事業スキームの基本的な枠組を構築した上で、更なる内容の精査・向上に向け

た検討を行うため、情報整備やマーケットサウンディングを実施することが想定される。 

事業スキームの検討にあたっては、様々な観点から専門的な知識が必要とされるため、必

要に応じ、外部機関を活用することも想定される。 

 
  

情報整備やマーケットサウンディングに先立ち、コンセッション事業の枠組（事業ス

キーム）を検討する必要がある。当該事業スキームを前提に、情報整備やマーケットサ

ウンディングを実施し、内容を精査・向上させていくこととなる。 



 

20 
 

2.3 情報整備及びマーケットサウンディングの実施 

2.3.1 情報整備（管理者によるデューデリジェンス） 

(1) 必要性 

管理者は、民間事業者の投資コストやリスクについて予見可能性を高め、事業者選定の公

平性・透明性を確保するため、コンセッション事業の対象となる施設等に関する正確な情報

について、民間事業者に対して開示するべきである。このうち、対象となる固定資産・動産・

契約等や予定価格の算出根拠等に関する情報については、実施方針策定時等の公募プロセ

スのできるだけ早い段階で開示することが重要である。 

民間事業者はコンセッション事業への参加を検討するために、コンセッション事業の対

象とする下水道事業の収益性や資産の状況等について入念な調査を実施する必要がある。 

民間事業者による調査を有意義なものとするため、管理者は、実施方針策定前にコンセッ

ション事業の対象施設に関する調査であるデューデリジェンス（以下、「公共側 DD」とい

う。）を実施することが考えられる。 

公共側 DD の目的は、コンセッションを実施した場合における VFM の算出や事業スキー

ムの検討に必要な情報の整理・分析や、民間事業者が投資意思決定の判断にあたって根拠と

する下水道施設や機器等の健全度等の資産に関する情報等の整備にある。単なる資料の精

査・整理ではなく、具体の下水道施設の整備状況や老朽化の状況など、書面には現れない情

報も対象とすることが必要となる。 
 公共側 DD のアプローチの種類として、資産関係、財務関係及び法務関係が想定される（ 

コンセッション方式は既存の施設や事業を中心として実施される事業である。そのた

め、管理者は、必要に応じてデューデリジェンスを実施して事業情報を整備し開示する

べきである。民間事業者は、開示された情報を通じて、従前、管理者により実施されて

きた投資や運営等の内容の把握ができ、事業への参加の判断や具体的な提案を行うこと

が可能となる。 
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図表 2-8）。公共側 DD の結果は、対象とする下水道事業の現状の財務状態や施設状態を

客観的に示す資料（インフォメーションパッケージ）として、まとめる必要がある。なお、

財務情報については、公営企業会計を適用することによって開示情報が充実し、民間事業者

にとって意思決定がより容易となることが想定される。 

公共側 DD の結果は、調査報告書等として公表することも考えられる。 
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図表 2-8 公共側 DD における目的と種類 

 
公共側 DD が十分に実施されない場合、民間事業者は事業期間中における下水道利用料

金収入や更新工事費用及びリスクの見込等の重要な経営要素について適切な予測を立てる

ことができないため、結果的に運営事業の安定的な実施が困難になったり、リスク対策コス

トが過大に見積もられたりするおそれがある。 

また、公共側 DD を通じて管理者が、施設や設備の健全度を把握し、正確なストックマネ

ジメント計画を策定しなければ、管理者は PSC 及び VFM を算定することが困難となり、

ひいては民間事業者が収益見込額や運営コストやリスクを把握できないおそれがある点に

留意が必要である。特に、管路施設においては、目視での確認が困難であり重要性が高い。 

なお、管路施設の本管延長が長い事業体の場合、全線調査を実施することは現実的ではな

いため、公共側 DD の目的を達成するために必要な限度で調査を行うことが想定される。 

公共側 DD について、物理的・経済的等理由により、網羅的に実施することが困難な場合

には、マーケットサウンディングや民間事業者との競争的対話等を通じて、官民間のリスク

分担や契約不適合等のあり方を慎重に検討することが望ましい。また、公共側ＤＤの結果を

インフォメーションパッケージで開示する場合、必ずしも開示事項の全てが事業の与条件

となるわけではないと考えられる。そのため、管理者はインフォメーションパッケージを開

示する際には、開示事項のうち、事業の与条件となる事項を明確にすることが望ましい。 

なお、一般に下水道分野では図表 2-9に示す公共側DDに関する課題が想定されるため、

情報整備を行う際には、留意が必要である。 
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図表 2-9 公共側 DD に関する課題 

 

 
 
 
  

地方公営企業法非適用（現金主義会計）の事業では、図面等まで遡
らなければ現有資産の全体像を把握することが困難であることが多
い

●固定資産情報が不十分

過去の資産除却を正確に反映していないケース

資産管理が不十分、且つ、当時の担当者が異動等の理由により、資
産の内容の詳細が不明なケース
台帳に記載されている資産の実在性を確認していないケース

●台帳で管理されている資産の実在性に疑義が残る

地方公営企業会計上、取得価格に含めるのが適当ではない管理費
等が取得価格に計上されているケース
撤去費用も取得価格に含めて計上されているケース

●改築更新投資を考える上で重要な「取得価格情報」が不正確

台帳と取得時の仕様書や図面等の関連付けがなく、取得時の完成
図書等と突き合わせをする必要があるケース

第三者から承継した資産の仕様、図面、設計図等の所在が不明の
ケース
何らかの理由によって詳細の調査が困難なケース

●資産の詳細な仕様、図面、設計図等の情報の収集が極めて困難

運営事業において改築更新等に
関する運営権者のノウハウ等を
引き出すにあたって、固定資産
情報、改築更新・修繕履歴情報
の整備・開示は必須と考えられ
る。

同一物品の過去30年分の購入資産をまとめて1項目として固定資産
台帳上で計上しているケース
固定資産台帳から改築更新時期に関する情報が十分に得ることが
できない（発注台帳まで遡る必要がある）ケース

●改築更新投資のサイクルを把握するための情報が不十分

企業会計方式の導入等を通じて
固定資産台帳等を整備している
団体であっても、台帳の正確性
や、応募者から見た時にデュー
デリジェンスに耐えうる記載方法
や内容となっているか、必要に
応じて見直し等を図ることがより
正確で優れた提案を引き出すた
めに重要である。
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(2) 事業情報（インフォメーションパッケージ）の取扱い 

 
民間事業者は、マーケットサウンディングにおいてコンセッション事業への関心表明に

あたり、事業性評価を行うことが一般的である。この事業性評価にはインフォメーションパ

ッケージが不可欠であり、管理者は情報整備によってインフォメーションパッケージを作

成し、開示するべきである。なお、インフォメーションパッケージについては、可能な限り

加工可能な電子データ形式により開示することが望ましい。 

① インフォメーションパッケージの作成 

インフォメーションパッケージは本来管理者が作成すべきものであるが、管理者のみで

作成することが困難な場合には、外部機関や有識者の活用も考えられる。 

地方公営企業法に基づく公営企業会計を導入している場合、固定資産の価格情報や取得

時期、減価償却の状況等の基礎情報が一定程度整備された状態であるため、インフォメーシ

ョンパッケージの作成が容易となる。 

公営企業会計を未導入の場合、減価償却費等の民間が収益性の判断を下すために必要な

情報が不足すると考えられるため、公営企業会計に倣った形で情報整備を行うことが望ま

しい。例えば、財務状況を示す情報として、歳入歳出決算書等を整備することが考えられる。 

この場合における情報整備は、概ね公営企業会計の考え方と合致することから、これによ

り、公営企業会計の導入促進にも寄与することとなる。 

 

② インフォメーションパッケージの内容 

インフォメーションパッケージへの記載項目としては、図表 2-10 インフォメーション

パッケージへの記載が想定される項目（参考）」が想定される。 

処理区のすべての下水道施設の運営を対象とするコンセッション方式ではなく、例えば

一部の処理場等に限定して実施する場合や一部処理区を対象として実施する場合には、関

連する部分に限定した情報を整備する。 

既に処理場等の維持管理業務受託者がいる場合、当該受託者との調整のうえで、当該維持

管理業務委託にかかる入札図書又は公募書類一式、再委託に関する情報、物品等の調達情報

等の維持管理業務に関する情報についてもインフォメーションパッケージの対象とするこ

とが望ましい。 

下水道事業の財務状況や施設状態について現状を客観的に示す資料であるインフォ

メーションパッケージを資産情報整備により作成する必要がある。 
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図表 2-10 インフォメーションパッケージへの記載が想定される項目（参考）  
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2.3.2 マーケットサウンディングの実施 

 

マーケットサウンディングとは、実施方針等の策定に先立ち、管理者が民間事業者による

コンセッション方式の個別事業への参加意欲等を把握する試みを指す。 

マーケットサウンディングは、事業情報の整備を通じて管理者が作成したインフォメー

ションパッケージ等の資料を民間事業者に開示した上で、民間事業者の事業者選定プロセ

ス参加への関心度合や参入意欲、参入条件等の意向等の確認に加え、事業スキーム等の事業

の具体的な制度設計、募集にあたって更に必要となる検討事項や開示情報等について検討・

把握することを目的として行うものである。 

マーケットサウンディングを実施する上での主なポイントは、民間事業者による事業者

選定プロセス参加に係る検討に必要な情報を準備すること、当該検討の熟度に応じた適切

な回数とすること、公表されたドキュメントを活用すること、民間事業者の負担軽減に努め

ることにある。実施にあたっては、「サウンディング手引き（国土交通省）」も参考となる。 

なお、開示する情報については、民間事業者からの要望をふまえて追加することが考えら

れる。 

図表 2-11 マーケットサウンディング実施上の主なポイント 

 

事業情報の整備を通じて作成したインフォメーションパッケージを民間事業者に提

示し、事業者選定プロセス参加への関心度合を把握することは、応募者数や事業スキー

ム等を検討する上で有益である。 
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また、インフォメーションパッケージや事業スキーム等の資料の公開にあたっては、守秘

義務やアンケートへの回答義務を課している事例もある。 

更に、マーケットサウンディングの対象とする民間事業者の選定方法は、公平性の観点か

ら公募による方法が考えられる。 

その際、事業の範囲や特性に応じて、下水道関連企業（設計企業、建設企業、メーカー、

維持管理企業等）に加え、その他の業種（デベロッパー、商社、他のユーティリティ分野の

民間事業者、金融機関等）からの関心度合の把握も可能となるように、マーケットサウンデ

ィングの実施について周知徹底することが重要である。 

 
  

先行事例 ： 宮城県の事例                       
宮城県の上工下水道コンセッションの事例では、2回のマーケットサウンディングと

公表した実施方針素案へのパブリックコメントを併用して実施方針を策定している。 

 

図表 2-12 宮城県におけるマーケットサウンディング等の実施プロセス 
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2.4 実施方針に関する事項 

2.4.1 実施方針に関する条例に定めるべき事項 

 
公共施設等の管理者等が地方公共団体の長である場合、運営事業の民間事業者を選定し

ようとするときは、PFI 法第 18 条第 1 項において、実施方針に関する条例に定めるところ

により実施方針を定めるよう規定されている。 

実施方針に関する条例には、PFI 法第 18 条第２項において、 

 民間事業者の選定の手続 

 運営権者が行う公共施設等の運営等の基準 

 業務の範囲 

 利用料金に関する事項 

に加え、その他必要な事項を定めるよう規定されている。 

「民間事業者の選定の手続」については、選定手法として活用する技術提案制度、競争的

対話方式（回数、期間、参加人数等）、契約方式（総合評価一般競争入札や公募型プロポー

ザル等競争性のある随意契約等）等の内容について記載することが考えられる。 

「運営権者が行う公共施設等の運営等の基準」については、放流水質等が考えられる。 

「業務の範囲」については、処理場、管路施設、ポンプ場等の事業の設定範囲が考えられ

（詳細は 2.10.2(1)参照）、「運営権ガイドライン（内閣府）」において、設定範囲を含む運営

等の内容については民間事業者が参入するか否かを決めることが可能とするような内容と

する、と示されている。なお、運営権の存続期間については、提案によることが想定される

場合や延長オプションを想定する場合には、その可能性を踏まえ、その旨を記載する、と示

されている。 

下水道事業におけるコンセッション方式では、PFI 法第 18 条に基づき「実施方針に関

する条例」に以下を定めるよう規定されている。 

民間事業者の選定の手続（総合評価一般競争入札や公募型プロポーザル等の競争性

のある随意契約等） 

運営権者が行う公共施設等の運営等の基準（放流水質等） 

業務の範囲（処理場、管路施設、ポンプ場等の事業範囲） 

利用料金に関する事項（下水道利用料金の上限等） 

その他必要な事項 
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「利用料金に関する事項」については、PFI 法第 23 条第１項において、運営権者が自ら

の収益として利用料金を収受する、と規定されている。なお、PFI 第 23 条第２項に基づき、

運営権者は実施方針に従い下水道利用料金を定め、管理者に届け出る必要がある。 

  

○ PFI 法 

 
（実施方針に関する条例） 

第 18 条 公共施設等の管理者等（地方公共団体の長に限る。）は、前条に規定する場合に

は、条例の定めるところにより、実施方針を定めるものとする。 
２  前項の条例には、民間事業者の選定の手続、公共施設等運営権者が行う公共施設等の

運営等の基準及び業務の範囲、利用料金に関する事項その他必要な事項を定めるものと

する。 
 
（公共施設等の利用料金） 

第 23 条 公共施設等運営権者は、利用料金を自らの収入として収受するものとする。 
２ 利用料金は、実施方針に従い、公共施設等運営権者が定めるものとする。この場合にお

いて、公共施設等運営権者は、あらかじめ、当該利用料金を公共施設等の管理者等に届け

出なければならない。 
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先行事例 ： 浜松市の事業における実施方針に関する条例の制定（下水道条例

の改正） 
 

浜松市においては、平成 28 年に下水道条例を改正しており、下水道条例の定める

ところにより、実施方針を定めている。 

利用料金に関する事項については下記のとおりであり、条例で定めた市内一律の使

用料相当額に対する割合により、利用料金の上限を定めている。 

 

○ 浜松市下水道条例（平成 28 年、29 年改正）抜粋 

（使用料） 
第 14 条 使用者（排除する汚水が西遠浄化センターで処理される者を除く。）は、別表

により汚水の排出量に従い算出した額を使用料として納めなければならない。この場

合において、当該使用料の額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 
２ 使用者（排除する汚水が西遠浄化センターで処理される者に限る。）は、別表によ

り汚水の排出量に従い算出した額（当該額に１円未満の端数があるときは、これを切

り捨てた額）から第３１条第２項に規定する利用料金の額を減じた額を使用料として

納めなければならない。 
 

（利用料金） 
第 31 条 使用者（排除する汚水が西遠浄化センターで処理される者に限る。）は、指定

施設に係る公共施設等運営権者に対し、利用料金を納めなければならない。 
２ 利用料金の額は、別表により汚水の排出量に従い算出した額（当該額に１円未満の

端数があるときは、これを切り捨てた額）に３割までの範囲内で管理者の定める割合

を乗じて得た額に相当する額（当該額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨

てた額）とする。（後略） 
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先行事例 ： 須崎市の事業における実施方針に関する条例の制定（実施方針条

例の制定） 
 

須崎市においては、平成 29 年に「須崎市公共下水道施設の公共施設等運営権にか

かる実施方針に関する条例」を制定しており、同条例の定めるところにより、実施方

針を定めている。 

 

 

 

 
○ 須崎市公共下水道施設の公共施設等運営権に係る実施方針に関する条例 抜粋 
 
(利用料金) 
第 5 条 須崎市公共下水道の利用料金(法第 2 条第 6 項に規定する利用料金をいう。以

下同じ。)の額は、須崎市公共下水道条例(平成 6 年須崎市条例第 14 号。以下「下水

道条例」という。)に定める使用料の額に規則で定める割合を乗じて得た額に相当す

る額(当該額に 1 円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額)とする。この場合

における同条例第 19 条から第 21 条の規定の適用については「使用料」とあるのは

「利用料金」とし、同条例別表の規定の適用については「使用料月額」とあるのは

「利用料金月額」と、「基本使用料」とあるのは「基本使用分」と、「従量使用料」と

あるのは「従量使用分」とする。 
2 下水道条例第 18 条の規定は、利用料金の徴収方法について準用する。 
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2.4.2 実施方針に定めるべき事項 

 

PFI 法第５条第２項及び第 17 条において、コンセッション方式に関する実施方針に、下

記の内容を定めると規定されている。 

【PFI 法第５条第２項（PFI 事業に関する実施方針における記載事項）】 

 特定事業の選定 
 民間事業者の募集及び選定 
 民間事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保 
 公共施設等の立地並びに規模及び配置 
 事業の継続が困難になった場合の措置 
 法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援 

【PFI 法第 17 条（公共施設等運営権に関する実施方針における記載事項の追加）】 

 選定事業者に公共施設等運営権を設定する旨 
 公共施設等運営権に係る公共施設等の運営等の内容 
 公共施設等運営権の存続期間 
 PFI 法第 20 条の規定により費用を徴収する場合には、その旨（あらかじめ徴収金額

を定める場合にあっては、費用を徴収する旨及びその金額） 
 PFI 法第 22条第１項に規定する公共施設等運営権実施契約に定めようとする事項及

びその解釈について疑義が生じた場合における措置に関する事項 
 利用料金に関する事項 

上記のうち「民間事業者の募集及び選定」の記載にあたり、デューデリジェンスで開示さ

れる項目については、実施方針公表時に提示することが望ましい。これにより、民間事業者

の準備を進めやすくなる等、円滑な案件の進捗に寄与することが考えられる。 

また、「利用料金に関する事項」については、下水道利用料金の上限、幅、変更方法等を

規定する必要がある。「運営権ガイドライン（内閣府）」では、運営権者の自主性と創意工夫

が尊重されることが重要であり、特定の者に対して不当な差別的取り扱いをするものでは

ないこと、社会的経済的事情に照らして著しく不適切であり、公共施設等の利用者の利益を

阻害するおそれがあるものではないことに留意して、適切な利用料金の上限、幅などについ

実施方針に定めるべき事項は、PFI 法に規定されている。その他、内閣府の「運営権

ガイドライン」にも記載事項が定められている。記載にあたっては、具体的な記載とな

るよう留意が必要である。 
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て規定する、と示されている。 

 

さらに、「運営権ガイドライン（内閣府）」において、コンセッション方式の場合に実施方

針に追加して記載する事項として、上記 PFI 法第 17 条の項目に加え、下記の内容が示され

ている。 

 運営権を移転する場合は、実施方針に照らして適切であることを確認する必要があ

るため、移転の条件を定める。例えば、従前の指定管理者の指定の取消し及び新たな

指定管理者の指定の議決を条件とすることも考えられる。 
 株式譲渡に関する方針がすでに定まっている場合は、当該方針。 
 公募を行う前に、運営権者において行うことを想定している事業内容に関連して、競

争制限的な企業（同種のサービスを提供可能な企業の数が極めて少なく、同時に当該

サービスが事業の実施に不可欠であるために、当該サービスを実施する企業をコン

ソーシアム内に入れなければ応募することが困難になってしまう企業）が含まれて

いるかについて、マーケットサウンディング等を通じて管理者等が把握しているこ

とが求められる。調査の結果、競争制限的な企業が存在する場合、公平性を期す観点

から、コンソーシアムの構成企業としての参加は禁止する等公募への参加条件のあ

り方を検討するほか、いずれの民間事業者においても当該企業から公募手続におい

て情報提供を受ける等の協力を受けることが可能となるように配慮すること。 
 民間事業者の選定方法。なお、有識者等からなる審査委員会等に意見を聴く場合、そ

の構成員については、実施方針策定後、募集要項又は入札説明書等においてできるだ

け速やかに公表する。 
 その他運営事業の実施に関し必要な事項。 

なお、留意事項として、実施方針の策定にあたっては、民間事業者にとって運営事業への

参入のための検討が容易となるよう、当該運営事業の事業内容、民間事業者の選定方法等に

ついてなるべく具体的に記載する、と示されている。 
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○ 運営権ガイドライン（内閣府） 

２  ２－１実施方針 
２．留意事項  

（１）運営事業の場合、実施方針に追加して記載する事項については、以下のものが挙げ

られる。 
① 選定事業者に運営権を設定する旨。 
② 運営権に係る公共施設等の運営等の内容（設定範囲を含む）。民間事業者が参入する

か否かを決めることが可能となるような内容とする。 
③ 運営権の存続期間。存続期間については、提案によることが想定される場合や延長オ

プションを想定する場合には、その可能性を踏まえ、その旨を記載する。 
④ ＰＦＩ法第 20 条に規定する費用又はそれ以外の金銭の負担を実施契約に基づき運営

権者に求める場合にはその旨。また、あらかじめ負担額を定める場合にあっては、負

担を求める旨及びその金額。負担額については、民間事業者による提案や、管理者等

と選定事業者との協議により決定されることが想定されることから、必ずしも実施方

針に明記する必要はない。なお、例えば、実施方針に民間事業者の金銭の負担に係る

評価の考え方等を記載することも考えられる。 
⑤ 実施契約において定めようとする事項及び実施契約の解釈について疑義が生じた場

合における措置に関する事項。なお、いわゆるリスク分担については、民間事業者の

提案によることが想定されることから、これらの可能性を踏まえる。 

○ PFI 法  

（実施方針） 
第５条 （略） 
２  実施方針は、特定事業について、次に掲げる事項を具体的に定めるものとする。  

１  特定事業の選定に関する事項  

２  民間事業者の募集及び選定に関する事項  

３  民間事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項  

４  公共施設等の立地並びに規模及び配置に関する事項  

５  事業契約（選定事業（公共施設等運営事業を除く。）を実施するため公共施設等

の管理者等及び選定事業者が締結する契約をいう。以下同じ。）の解釈について

疑義が生じた場合における措置に関する事項  

６  事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項  

７  法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援に関する事項 

 

（公共施設等運営権に関する実施方針における記載事項の追加） 

第 17 条 公共施設等の管理者等は、公共施設等運営権が設定されることとなる民間事業者

を選定しようとする場合には、実施方針に、第５条第２項各号に掲げる事項のほか、次

に掲げる事項を定めるものとする。  

１  選定事業者に公共施設等運営権を設定する旨  

２  公共施設等運営権に係る公共施設等の運営等の内容  

３  公共施設等運営権の存続期間  

４  第 20 条の規定により費用を徴収する場合には、その旨（あらかじめ徴収金額を定

める場合にあっては、費用を徴収する旨及びその金額）  

５  第 22 条第１項に規定する公共施設等運営権実施契約に定めようとする事項及びそ

の解釈について疑義が生じた場合における措置に関する事項  

６  利用料金に関する事項 
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⑥ 利用料金に関する事項。運営権者の自主性と創意工夫が尊重されることが重要であり、

特定の者に対して不当な差別的取り扱いをするものではないこと、社会的経済的事情に

照らして著しく不適切であり、公共施設等の利用者の利益を阻害するおそれがあるもの

ではないことに留意して、適切な利用料金の上限、幅などについて規定する。なお、個別

法に料金に関する規定がある場合は、当該規定に従い所定の手続きを行い、併せてＰＦ

Ｉ法に基づく届出を行う（ただし、当該個別法に特段の規定がある場合を除く。）。 
⑦ 運営権を移転する場合は、実施方針に照らして適切であることを確認する必要があるた

め、移転の条件を定める。例えば、従前の指定管理者の指定の取消し及び新たな指定管理

者の指定の議決を条件とすることも考えられる。 
⑧ 株式譲渡に関する方針がすでに定まっている場合は、当該方針。 
⑨ 公募を行う前に、運営権者において行うことを想定している事業内容に関連して、競争

制限的な企業（同種のサービスを提供可能な企業の数が極めて少なく、同時に当該サー

ビスが事業の実施に不可欠であるために、当該サービスを実施する企業をコンソーシア

ム内に入れなければ応募することが困難になってしまう企業）が含まれているかについ

て、マーケットサウンディング等を通じて管理者等が把握していることが求められる。

調査の結果、競争制限的な企業が存在する場合、公平性を期す観点から、コンソーシアム

の構成企業としての参加は禁止する等公募への参加条件のあり方を検討するほか、いず

れの応募者においても当該企業から公募手続において情報提供を受ける等の協力を受け

ることが可能となるように配慮すること。 
⑩ 民間事業者の選定方法。なお、有識者等からなる審査委員会等に意見を聴く場合、その

構成員については、実施方針策定後、募集要項又は入札説明書等においてできるだけ速

やかに公表する。 
⑪ その他運営事業の実施に関し必要な事項。 
（２）実施方針の策定に当たっては、民間事業者にとって運営事業への参入のための検討が

容易となるよう、当該運営事業の事業内容、民間事業者の選定方法等についてなるべく具体

的に記載する。 
（３）管理者等が地方公共団体の長である場合、実施方針に関する条例については、想定さ

れる規定事項は以下のものが挙げられる。また、本規定は、指定 管理者に係る条例（地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第 244 条の２ 第 ４ 項）と同趣旨である。 
① 選定の手続。申請の方法や選定基準等。 
② 運営等の基準。休館日や開館時間等業務運営の基本的事項。 
③ 業務の範囲。事業者に行わせようとする業務（例えば、管理者等が行ってきた全業務を運

営権者に行わせるのか、あるいは一部のみか等）。 
④ 利用料金に関する事項。利用料金の基本的枠組み（上限等）。 
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2.4.3 民間事業者からの提案 

 

民間事業者は PFI 法第６条第１項に基づく事業の提案を行うことが可能である。 

なお、民間事業者からの提案の受付や評価等を適切に行うため、管理者の体制を整備する

ことが重要である。 

また、民間事業者からの提案事項及び内容については、当該民間事業者の利益を考慮して、

公開・非公開について配慮する必要がある。 

民間事業者からの提案については、「民間提案推進マニュアル（内閣府）」が参考となる。

また、須崎市の事例では民間提案制度が活用されている。 

 

  

○ PFI 法 

（実施方針の策定の提案） 
第６条 特定事業を実施しようとする民間事業者は、公共施設等の管理者等に対し、当該特

定事業に係る実施方針を定めることを提案することができる。この場合においては、当該

特定事業の案、当該特定事業の効果及び効率性に関する評価の結果を示す書類その他内

閣府令で定める書類を添えなければならない。  
２  前項の規定による提案を受けた公共施設等の管理者等は、当該提案について検討を加

え、遅滞なく、その結果を当該民間事業者に通知しなければならない。 

先行事例 ： 須崎市の事業における民間提案制度の活用         
 

須崎市においては、平成 28年 6 月に市に対して、民間提案者より、現在、市が実施

している下水道事業、漁業集落排水処理事業、浸出水処理事業等について、民間活力

を活用した事業実施の提案があった。 

市は、この提案に対する市の対応について、庁内の政策推進会議で検討した結果、

提案のあった事業を実施する方向で検討を進めることを政策決定したことを受け、須

崎市は、平成 28 年度中に、提案された事業内容の検討精査、民間提案者との対話、民

間提案の検討結果の整理を行い、平成 29 年度に実施方針の策定に至った。   

 

民間事業者は PFI 法第６条第１項に基づく事業の提案を行うことが可能である。 

なお、管理者に提案の受付や評価等を適切に行うための体制を整備することが重要であ

る。 
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2.5 特定事業の選定、評価及び公表 

2.5.1 特定事業の選定 

 

 

PFI 法により、特定事業は「公共施設等の整備等に関する事業であって、民間の資金、経

営能力及び技術的能力を活用することにより効率的かつ効果的に実施されるもの」（PFI 法
第２条第２項）と規定されており、「公共施設等の管理者等は、実施方針を公表したときは、

基本方針及び実施方針に基づき、実施することが適切であると認める特定事業を選定する

ことができる」（PFI 法第７条）と規定されている。 

  

○ PFI 法 

（定義） 
第２条  
２  この法律において「特定事業」とは、公共施設等の整備等（公共施設等の建設、製造、

改修、維持管理若しくは運営又はこれらに関する企画をいい、国民に対するサービスの

提供を含む。以下同じ。）に関する事業（市街地再開発事業、土地区画整理事業その他の

市街地開発事業を含む。）であって、民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用するこ

とにより効率的かつ効果的に実施されるものをいう。 
４ この法律において「選定事業」とは、第７条の規定により選定された特定事業をいう。 
 

（特定事業の選定） 
第７条 公共施設等の管理者等は、第５条第３項（同条第４項において準用する場合を含

む。）の規定により実施方針を公表したときは、基本方針及び実施方針に基づき、実施す

ることが適切であると認める特定事業を選定することができる。 

特定事業とは、公共施設等の整備等であって、民間の資金、経営能力及び技術的能力

を活用することにより効率的かつ効果的に実施されるものをいい、公共施設等の管理

者等は実施することが適切であると認める特定事業を選定することができる。 
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2.5.2 特定事業の客観的な評価及び公表 

 

PFI 法第 11 条により、公共施設等の管理者等は、特定事業の選定及び民間事業者の選定

を行うにあたっては、客観的な評価（当該特定事業の効果及び効率性に関する評価を含む。）

を行い、その結果を公表しなければならない、と規定されている。客観的な評価の基準とし

ては、明確な根拠に基づく VFM による評価が考えられる。 

「VFM ガイドライン（内閣府）」において、VFM とは、一般に、「支払に対して最も価値

の高いサービスを供給する」という考え方であり、同一の目的を有する２つの事業を比較す

る場合、支払に対して価値の高いサービスを供給する方を他に対し「VFM がある」という、

と示されている。 

その上で、同一の公共サービス水準の下で評価する場合、VFM の評価は PSC（公共が自

ら事業を実施する場合の事業期間全体を通じた公的財政負担の見込額の現在価値）と PFI
事業の LCC（PFI 事業として実施する場合の事業期間全体を通じた公的財政負担の見込額

の現在価値）の比較により行い、PFI 事業の LCC が PSC を下回れば PFI 事業の側に VFM
があり、上回れば VFM がないことになる、と示されている。 

また、公共サービス水準を同一に設定することなく評価する場合、PSC と PFI 事業の

LCC が等しくても、PFI 事業において公共サービス水準の向上が期待できるとき、PFI 事

業の側に VFM がある、と示されている。 

 

図表 2-13  VFM による評価の例 

特定事業の評価は、原則として VFM により評価を行うが、定性的な評価を行う場合

は、その項目として、「下水道担当者の減少を背景とした技術継承や事業継続」「資金

変動リスクや需要変動リスク等の民間への移転」「地域経済活性効果」等が考えられる。 
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(1) 一般的な VFM 算定の考え方 

VFM の算定にあたっては、「VFM ガイドライン（内閣府）」及び「運営権ガイドライン

（内閣府）」を参照することが考えられる。民間収益施設併設事業等により収益の増加が見

込められる場合は、「運営権ガイドライン（内閣府）」に記載の独立採算型の公共施設等運営

事業におけるＶＦＭの評価方法を用いることが考えられる。 

ただし、VFM の算定に際しては、必要となる人的及び財務的負担も考慮して、実行可能

な範囲で実施することも考えられる。 

PSC の算出にあたっては、対象とする事業を公共施設等の管理者等が自ら実施する場合

にその時点で採用すると考えられる事業形態を想定して計算するものとする、と示されて

いる。 

また、設計、建設、維持管理、運営の各段階でのリスクと各段階に分別できない事業全体

のリスクを個別に定量化して算入する、と示されている。 

PFI 事業の LCC の算出にあたっては、PFI 事業者が、公共施設等の設計、建設、維持管

理、運営の段階をすべて含んでいる事業でない場合においては、当該 PFI 事業に含まれる

段階のすべてを一元的に推進する事業を想定する、と示されている。 

VFM の算定（PSC と PFI 事業の LCC の比較）にあたって用いる割引率は、リスクフリ

ーレートを用いることが適当であり、例えば、長期国債利回りの過去の平均や長期見通し等

を用いる方法がある、と示されている。なお、この他に起債条件等を参照することが想定さ

れる。 
 また、VFM の算定にあたっては、その考え方や前提条件を公募に際して民間事業者に開

示することが望ましい。これにより、民間事業者の負担軽減と民間事業者が管理者の考えを

踏まえたうえで、収支計画を作成し精度を高めること、創意工夫の効果が高いポイントを見

極めることなどが可能となると考えられる 

(2) 下水道事業において VFM 算定にあたり特に考慮すべき事柄 

国庫補助が前提となる下水道事業においては、更新工事等の額に応じた国庫補助金の増

減を考慮せず、PSC の総支出と PFI 事業の LCC の総支出とを比較する方法により VFM を

算定することが考えられる。 

下水道事業における VFM は、例えば更新工事のコストの削減や更新工事に伴う処理施設

等の効率化による管理費の削減等が考えられる。 

下水道分野のコンセッション方式は下水道使用者から収受する下水道利用料金及び公共

部門からの支出の双方によって賄う混合型によることが想定される。この点、法律上は、独

立採算型か混合型かに関わらず、VFM による評価は必須とはされていないが、管理者が実
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施した場合と運営権者が実施した場合の管理者負担額（一般会計繰出金相当）の額を比較し、

管理者にとってメリットが有ることを VFM により評価することは有益であると考えられ

るため、「VFM ガイドライン（内閣府）」及び「運営権ガイドライン（内閣府）」において

は、原則として VFM により評価することが望ましい、と示されている。 
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○ VFM ガイドライン（内閣府） 

一 VFM 評価の基本的な考え方 
１ VFM とは 
（１）「ＶＦＭ」（Value For Money）とは、一般に、「支払に対して最も価値の高いサービ

スを供給する」という考え方である。同一の目的を有する２つの事業を比較する場合、支

払に対して価値の高いサービスを供給する方を他に対し「ＶＦＭがある」といい、残りの

一方を他に対し「ＶＦＭがない」という。 

（４）本ガイドラインにおいては、公共が自ら実施する場合の事業期間全体を通じた公的

財政負担の見込額の現在価値を「ＰＳＣ」（Public Sector Comparator）といい、ＰＦＩ

事業として実施する場合の事業期間全体を通じた公的財政負担の見込額の現在価値を

「ＰＦＩ事業のＬＣＣ」（LCC：Life Cycle Cost）ということとする。 

（５）ＰＦＩ事業に関するＶＦＭの評価を行うに当たり、公共部門自らが実施する場合と

ＰＦＩ事業として実施する場合の公共サービス水準をどのように設定するかによって評

価の際の比較方法が異なる。同一の公共サービス水準の下で評価する場合、ＶＦＭの評価

はＰＳＣとＰＦＩ事業のＬＣＣとの比較により行う。この場合、ＰＦＩ事業のＬＣＣがＰ

ＳＣを下回ればＰＦＩ事業の側にＶＦＭがあり、上回ればＶＦＭがないということにな

る。 

（６）一方、公共サービス水準を同一に設定することなく評価する場合、ＰＳＣとＰＦＩ事

業のＬＣＣが等しくても、ＰＦＩ事業において公共サービス水準の向上が期待できると

き、ＰＦＩ事業の側にＶＦＭがある。また、ＰＦＩ事業のＬＣＣがＰＳＣを上回っても、

その差を上回る公共サービス水準の向上がＰＦＩ事業において期待できれば、ＰＦＩ事

業の側にＶＦＭがあるといえる。ただし、この場合においては、期待できる公共サービス

水準の向上が何らかの方法によりＰＳＣやＰＦＩ事業のＬＣＣと同一の尺度で定量化で

きることが前提条件となる。 

二 PSC の算定 
１ 算定の前提条件 

PSC は公共が自ら実施する場合の事業期間全体を通じた適正な事業費用予測に基づく公

的財政負担の見込額の現在価値であり、財政負担とは、PFI 事業の LCC（ライフサイク

ルコスト）との比較を前提に、事業費用又はそれを賄う資金支出の総額を意味するもの

とする。 

○ PFI 法 

（客観的な評価） 
第 11 条 公共施設等の管理者等は、第７条の特定事業の選定及び第８条第１項の民間事業

者の選定を行うに当たっては、客観的な評価（当該特定事業の効果及び効率性に関する評

価を含む。）を行い、その結果を公表しなければならない。 
２ 公共施設等の管理者等は、第８条第１項の民間事業者の選定を行うに当たっては、民間

事業者の有する技術及び経営資源、その創意工夫等が十分に発揮され、低廉かつ良好なサ

ービスが国民に対して提供されるよう、原則として価格及び国民に提供されるサービス

の質その他の条件により評価を行うものとする。 
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三 PFI 事業の LCC の算定 
１ 算定の前提条件 
（２） PFI 事業が、公共施設等の設計、建設、維持管理、運営の段階をすべて含んでいる

事業でない場合においては、当該 PFI 事業に含まれる段階のすべてを一元的に推進する

事業を想定する。 

四 VFM 評価における留意事項 
１ リスクの定量化 

（リスク調整の考え方） 

（１） 民間事業において事業に伴うあるリスクが事業者負担となっている場合、一般に、

当該リスクを負担する代償としてそれに見合う対価が事業のコストに含まれている。し

たがって、PFI 事業の LCC は、通常、PFI 事業で民間事業者が負担すると想定したリス

クの対価を含んでいる。 

（２） これらのリスクは、公共部門が当該事業を自ら実施する場合には公共部門が負うも

のであり、これらに伴い金銭的な負担が発生した場合、その負担は公的財政負担となる

（場合によっては、負担ではなく軽減となることもあり得る）。PSC と PFI 事業の LCC
を比較する場合、上記（１）のように、PFI 事業の LCC は PFI 事業で民間事業者が負担

すると想定したリスクの対価を含むことから、PSC においても、それに対応するリスク

を公共部門が負うリスクとして計算し、加えることが必要である（別添参考図参照）。 

３ 現在価値への換算 

（１） 基本方針二２（２）において、ＰＳＣとＰＦＩ事業のＬＣＣを比較する際は、現在

価値に換算して比較することが定められている。例えば、インフレ率を０としても、現時

点での１億円と 10 年後の１億円とでは価値が異なる。このため、この２つの価値を比較

する際、10 年後の１億円が現時点での何円に相当するかという換算が必要となる。この

ように、将来の価値を現在の価値に換算することを現在価値に換算するという。この換算

に当たって用いる換算率が割引率である。10 年後の１億円を割引率ｒ（年率）で現在価

値に換算する場合、１億円÷（１＋ｒ）10により計算される。 

（２） 割引率については、リスクフリーレートを用いることが適当である。例えば、長期

国債利回りの過去の平均や長期的見通し等を用いる方法がある。なお、リスクフリーレー

トを用いる前提として、上記四１においてリスクの調整が適正に行われていることが必

要である。 

（３） 割引前の各年度の公的財政負担額が名目値で算定されている場合は名目割引率を、

実質値（名目値からインフレ分のみを除いたものをいう。）で算定されているときは実質

割引率を用いなければならない。また、PSC の割引率と PFI 事業の LCC の割引率につ

いては同一のものを用いなければならない。 
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○ 運営権ガイドライン（内閣府） 
 
８ VFM の評価 
８－１VFM の評価 
１．ポイント  

運営事業において、VFM の評価をどのように考えるべきか。  

２．留意事項  
２－１．VFM の基本的事項 
（１）運営事業を始めとする利用料金の収受を伴う PFI 事業についても、PFI 事業として

実施することにより効率的かつ効果的に実施できるかという評価を行うこととされて

いる。PFI 事業として実施することにより、収入がより多く、公共施設等がより有効に

活用されているかどうか等を、管理者等による事業実施の場合と比較検証するため、定

量的評価を行うことが望ましい。 

（２）特に、運営事業は、事業規模、事業内容、事業期間を踏まえ、リスクを定量的に把握・

分析することが重要である。例えば、需要変動リスクや運営等のコスト等の上昇リスク

の分析、必要となる保険料の見積もりの活用等が考えられる。 

（３）定量的に評価できないリスクが一定程度存在することが考えられることから、定量的

評価で VFM がない場合であっても、定性的評価により、総合的に PFI 事業としての実

施の適否を判断することも考えられる。 

（４）評価の時期については、特定事業選定時及び事業者選定時を原則とする。特定事業選

定時において、VFM の定量的評価に必要な事業内容の詳細が定まっておらず、定量的

評価が困難な場合、定性的評価でも差し支えない。 

（５）定量的評価については、例えば、管理者等自らが当該事業を実施した場合に事業期間

中に得られる利益を現在価値に割り戻したものと、運営権者が支払う運営権対価の比較

による評価が考えられる。 

（６）現在価値への換算に必要な割引率については、個々の運営事業に応じて様々な事業内

容、リスク、事業期間が想定されることから、個々の運営事業ごとに管理者等が適切な

値を設定することが望ましいと考えられる。 
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2.6 公募にあたり作成する書類等 

 

管理者は公募開始にあたって、募集要項、事業者選定基準、実施契約書（案）及び基本協

定書（案）、要求水準書（案）、モニタリング基本計画書等を作成し、公募に応募しうる候補

となる民間事業者に対して開示する。 

事業者選定基準に関しては 2.14 を、実施契約書（案）及び基本協定書（案）に関しては

2.8.1 及び 2.8.2 を、要求水準書（案）に関しては 2.13 を、モニタリング基本契約書に関し

ては 2.15 を参照のこと。 

  

運営権者の選定を行う際、公募開始にあたって、管理者が作成した公募関係書類の開

示が必要となる。 

先行事例 ： 浜松市、須崎市及び宮城県の事例における公募関係書類     

 

先行事例において、公募開始時に開示した公募書類等は下記のとおり。 

なお、宮城県は参加申請受付後に様式集を配布している。須崎市は、運営権事業だ

けではなく包括委託等もあわせて実施することから、実施契約に各委託方式に沿った

約款を用意している。 

図表 2-14  先行事例における公募書類等 

浜松市 須崎市 宮城県 

 募集要項 

 実施契約書（案） 

 

 

 

 基本協定書（案） 

 要求水準書（案） 

 モニタリング基本計画

（案） 

 優先交渉権者選定基準 

 様式集及び記載要領 

 募集要項 

 実施契約書（案） 

 実施契約-約款 A（案） 

 実施契約-約款 B（案） 

 実施契約-約款 C（案） 

 基本協定書（案） 

 要求水準書（案） 

 モニタリング基本計画

(案) 

 優先交渉権者選定基準 

 様式集及び記載要領 

 募集要項 

 実施契約書（案） 

 

 

 

 基本協定書（案） 

 要求水準書（案） 

 モニタリング基本計画

書（案） 

 優先交渉権者選定基準 

 ― 
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2.7 運営権者選定にあたっての審査及び契約 

募集要項を公表した後、民間事業者からの参加表明・参加申請を受け付け、参加資格審査

（多段階選抜の場合は一次審査）を行う。 

審査を通過した民間事業者を対象として、民間事業者によるデューデリジェンスが実施

され（2.7.1 参照）、管理者との間で競争的対話が行われる（2.7.2 参照）。 

その後、応募者が作成する提案書等の提出を受け付け、有識者委員会等による審査が行わ

れ、民間事業者が選定される。選定の結果は公表され（2.7.4 参照）、民間事業者との間で基

本協定を締結した後、民間事業者に対して運営権が設定され（2.7.5 参照）、管理者は運営権

者と実施契約を締結する。 
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2.7.1 民間事業者によるデューデリジェンスの実施 

 
(1) 民間事業者によるデューデリジェンスとは 

民間事業者は、管理者が提示した要求水準書等を踏まえ、事業への応募を検討するにあた

り、収益の見込額や、事業運営コスト、事業運営上のリスクを把握することを目的とした情

報の調査であるデューデリジェンス（以下、「民間側 DD」という。）を行う。 

コンセッション方式は既存の施設や事業を中心として実施されるものであり、民間事業

者の提案による効率的な事業の実施や運営事業の安定的実施には民間側 DD が不可欠であ

ると考えられる。 

民間側 DD においては、マーケットサウンディング時よりも更に詳細なデータを民間事

業者に開示し、民間事業者は開示された情報を精査する。民間側 DD のために開示される

予定の項目については、実施方針公表時に提示することが望ましい。このことにより、民間

事業者が準備を進めやすくなる等、円滑な案件の進捗に寄与することが考えられる。 

 

(2) 民間側 DD の実施に必要な管理者による情報の開示 

具体的な方法としては、紙ベース又は電子データで管理されている図面や台帳等を含め

て有益と考えられる情報を民間事業者に加工可能な電子データ形式で開示することが想定

される。紙ベースで管理されている資料については、可能な限り電子データ化した上で開示

することが望ましい。 

紙ベースで管理されている情報の閲覧場所は庁舎又は処理施設の管理事務所等が考えら

れ、電子データで管理されている情報については民間事業者にアクセス権限を付与する等

で閲覧させることが考えられる。民間事業者は、情報を精査し、この結果を元にリスク等の

推定及び応募の可否について検討する。また、民間事業者による対象施設における現地調査

の実施も想定される。また、余裕をもったスケジュールの下で民間事業者による対象施設の

現地調査の実施や現場担当者等に対するヒアリングの実施を行うことも想定される。 

なお、民間事業者に早期かつ公平に資料を開示し、民間側 DD に必要な期間を十分確保

するとともに、競争性及び公平性を担保することが重要である。 

開示資料は本来管理者が作成するものであるが、管理者のみで用意・作成することが困難

コンセッション方式は既存の施設や事業を中心として実施されるものであり、応募

者の提案に基づいた質の向上による効率的な事業の実施や運営事業の安定的実施のた

めには、民間事業者によるデューデリジェンスが不可欠であると考えられる。その前

提として、管理者による情報の開示が重要である。 
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な場合には、外部機関や有識者を活用することにより実施する方法が考えられる。 

なお、財務情報については公営企業会計を導入している団体等であっても、台帳等の情報

が民間事業者の将来想定収支の見積り等に耐え得る資産単位であり、十分な精度での記載

となっているか等について、外部機関や有識者による意見又は確認等を必要に応じて得る

ことが考えられる。 

図表 2-15 民間側 DD のために開示することが想定される項目（参考） 

 

大項目 中項目 内容

財務諸表

企業会計適用の場
合

損益計算書、貸借対照表、キャッシュフロー計算書、収益
費用明細書、固定資産明細書、企業債明細書 （遡れる限
り過去からの情報を提供）

その他
財務諸表に記載のない詳細な情報（設備投資額の推移な
ど）

設計・竣
工の状況

設計・竣工図書

土木：構造図、配筋図、仮設図、構造計算書、数量計算
書など
建築：意匠図、構造計算書、数量計算書など
機械：フロー図、平面図、断面図、設計計算書など
電気：単線結線図、システム構成図、計装フロー図など

維持管理
状況

維持管理年報
処理水・汚泥量等、水質検査結果等、揚水量実績等、管
路管理実績（遡れる限り過去からの情報を提供）、特定
施設（特定事業所）の状況

施設情報

施設台帳

土木・建築施設の詳細な情報（竣工年、更新年、面積、
取得価格、耐用年数、簿価、建設改良費・維持修繕費の
推移、位置図、写真、長寿命化計画資料など）
機械電気設備詳細（竣工年、更新年、取得価格、耐用年
数、簿価、建設改良費・維持修繕費の推移、位置図、写
真、ストックマネジメント計画資料など）

管路台帳

管路平面図、施設情報（設置年、スパン長、管径、材質、
土被り等）、土質条件、地下水位
維持管理履歴（点検周期、点検内容、修繕履歴、管路内
調査結果、長寿命化計画資料など）、TV調査資料など

法務 管理者の契約関係 管理者が第三者と締結している契約等の内容

企業会計非適用
の場合

歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書(実質収支に関する調
書、財産に関する調書）（遡れる限り過去からの情報を提供）
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先行事例 ： 浜松市の事業における情報開示等                        

 

浜松市では、以下のとおり情報開示等を行っている。 

図表 2-16 浜松市における情報整備、情報開示及び競争的対話 

 

 

浜松市 コンセッション事例（情報開示等）

H28.5.31

H28.6.7

H28.8.5

H28.9.2～11.4

＜情報開示・競争的対話スケジュール＞

募集要項等公表（関連資料・参考資料の開示）

募集要項等説明会及び現地見学会

募集要項等に関する質問への回答
約730の質問に対する回答公表
民間事業者からの要望を受け、開示資料を追加

現地調査及び競争的対話
応募者からの要望を受け、現場調査回数を１回追加
応募者からの要望を受け、競争的対話回数を１回追加
完成図書や過去の工事資料等の閲覧機会を付与

＜関連資料・参考資料の開示資料＞

【維持管理に関すること】
「流入汚水量及び水質実績」「対象施設一覧・概要（所在地・名称・設備諸元・図面等）」

「施設台帳」「健全度一覧・判定表」「工事・メンテナンス履歴台帳」「劣化状況写真帳」「電力、
燃料、薬品の使用実績」「維持管理報告書」

【施設に関すること】
「更新計画原案」「土質等情報」「対象施設及び関連施設の完成図書等」「長寿命化計画」

【事業に関すること】
「建設費・維持管理費実績」「決算書類」「業務継続計画」「利用料金見込、推移予測」「滞

納件数・収納率の推移」「加入保険一覧」「中長期財政計画」「使用料改定履歴」「人員数関
連資料」

【法務に関すること】
「調停・徴収・債権回収フロー」「改築工事フロー」

●質問回答 ●現地調査 ●競争的対話 ●現地資料閲覧
●説明会 ●汚泥サンプル提供

＜情報提供の機会＞

 

出典）浜松市 HP より国土交通省編集 
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2.7.2 競争的対話 

 

(1) 競争的対話とは 

競争的対話とは、管理者が応募者と提案内容の確認・交渉を行い、その結果に基づき要求

水準書等を作成・調整する等のプロセスである。（「プロセスガイドライン（内閣府）」） 

競争的対話の過程において要求水準書等の書換えが必要となった場合は、管理者側から

全応募者に対して書換え案を提示し、意見を求めた上で、記載の可否及びその内容について

検討する。（「運営権ガイドライン（内閣府）」） 

PPP/PFI の事業においては、コンセッション手法も含め、公平性を保った上で、民間事

業者のノウハウや創意工夫を積極的に活用するために、競争的対話方式等の活用が考えら

れる。 

競争的対話を行うことにより、手間の増加と選定プロセスの長期化というデメリットは

想定されるものの、管理者の意図の明確化、契約内容や要求水準などの明確化・調整、リス

ク分担の明確化などによるリスク費用低減などのメリットが期待される。 

特に、「事業規模が大きく、対話手続に要する時間・コストの負担が相対的に小さい事業」

「運営の比重が高く、かつ運営内容を規定するために民間事業者の知見が重要となる事業」

「付帯事業など、民間事業者の創意工夫の幅が広く管理者の意図を明確に伝えることが困

難と考えられる事業」において、競争的対話の実施は有益であると考えられる。 

下水道分野のコンセッション方式による事業において、「プロセスガイドライン（内閣府）」

の事業者選定フローにあるとおり、 

 実施方針策定における事業スキーム作成時や要求水準等の作成時 

 ３者程度に絞り込んだ後の要求水準書等の調整時 

 提案内容の確認・交渉時 

に競争的対話を行うことが妥当である。 

 

実施方針策定における事業スキーム作成時に行われる競争的対話の目的は、募集内容に

競争的対話とは、管理者が応募者と提案内容の確認・交渉を行い、その結果に基づき

要求水準書等を作成・調整する等のプロセスである。民間事業者のノウハウや創意工夫

を積極的に利用するために、競争的対話方式の活用が考えられる。 
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関する管理者の意図が応募者に的確に伝わるようにすることであり、「募集要項とともに実

施契約書（案）を添付する」「入札説明書や募集要項等で契約条件の基本的な考え方を具体

的に示す」ことが必要である。 

また、これと同様に、サービス購入対価等の支払い方法やペナルティについても事前に示

すことにより、対話が円滑に進むものと考えられる。 

図表 2-17 競争的対話を行うメリットとデメリット 

 
 

(2) 競争的対話の具体的な方法 

競争的対話の形式（回数・期間・参加人数等）については、「運営権ガイドライン（内閣

府）」にも示されているとおり、管理者が要求水準書等を作成したうえで、応募者が提案書

を作成することに鑑み、双方にとって十分な情報が得られるよう、必要に応じて要求水準書

に係る解釈の確認を行うなど、柔軟に対応することが望ましい。 

具体的な方法として、民間事業者に質問の機会を与えるとともに、公平性を確保するため、

質問及び回答は他の応募者にも公表することが適切である。 

また、民間事業者が応募にあたって必要とする回答については、民間事業者の応募の検討

に間に合うように回答する必要がある。なお、競争的対話において得た情報を公開するにあ

たっては、個別の応募者の特殊技術やノウハウ等に関する秘匿すべき情報を明確化した上、

それ以外を公表することに留意が必要である。 

さらに、競争的対話と並行して、民間事業者にとって有意義な現地調査を行えるようにす

ることが望ましく、現地調査についても競争的対話と同様に、実施する機会を複数回設ける

ことも考えられる。調査内容の例としては、設備台帳と仕様の整合、設置場所・設置環境、

電気盤内部の確認、中央監視室の監視画面の確認等が挙げられる。 

なお、下水道事業では既に多くの民間委託が行われており、処理場についても運転管理委

託等が導入されていることが想定される。 

したがって、現地調査を実施する場合には、応募者と既受託事業者とに十分な配慮を行っ

管理者 民間事業者

対話を行う
メリット

• 管理者の意図の明確化

• 契約内容や要求水準などの
明確化・適正化

• リスク分担の明確化によるリ
スク費用低減

• 創意工夫を含む提案書

対話を行う
デメリット

• 管理者側の手間の増大
• 選定プロセスの長期化

• 民間事業者側の手間の増大
• 選定プロセスの長期化
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た上で、実施時期や場所等の調整を行う必要がある。 

 

 

  

○ 運営権ガイドライン（内閣府） 
 
３ 民間事業者の選定  
３－４競争的対話方式 
２．留意事項 
（２）具体的には、①管理者等が応募者と提案内容の確認・交渉を行い、その結果に基づき

要求水準等を作成（調整）すること、②①の対話終了後、提案書の提出要請を行うこと、

③必要に応じ対話参加者を三者程度に絞り込むことが考えられる。なお、対話の形式（回

数・期間・対話の場への人数等）については、応募者が提案書を作成し、管理者等が要求

水準書等を作成することに鑑み、双方にとって十分な情報が得られるよう、必要に応じ柔

軟に対応する。具体的な対応策の案を以下に例示する。 

＜回数＞ 
・応募者からの要望に応じ、応募者間の公平性及び選定スケジュールを考慮の上、追加の対

話を実施する。追加の対話前には事前の質問・回答を書面で行うことで、確実に対話を終

局するように対応する。 
＜期間＞ 
・上記の対話の回数等を考慮し、書類作成の観点から、最後の対話実施から提案書類の提出

期限までに１ヶ月程度確保できるよう設定する。 
＜対話の場への参加人数＞ 
・応募者間の公平性の観点を考慮の上、一定水準まで増員を認める。それ以上については録

音を許可する等、状況に応じ適切な方策について検討する。 
＜その他事項＞ 
・競争的対話時の応募者からの質問及び回答については、原則として全応募者に共有するこ

ととしつつ、応募者のノウハウ等に関わる質問などについては、求めに応じて質問を行っ

た応募者にのみ回答することとする。なお回答については、募集要項等と一体として契約

の一部を構成することとする。 
・対話の過程において要求水準書等の書き換えが必要となった場合は、管理者等側から全応

募者に対して書き換え案を提示し、意見を求めた上で、記載の可否及びその内容について

検討する。 
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先行事例 ： 浜松市の事業における競争的対話の実施                    

 

浜松市の公募に際しては、「公募内容において市と応募者との齟齬を生じさせない」

「要求水準未達成を防ぐこと」を目的とし、応募者と市の双方が公募内容について共

通理解を持つことで、提案及び選定作業を効率よく進めるため、競争的対話及び現地

調査が開催された。 

浜松市が公表した募集要項によれば、当初競争的対話は２回、また、現地調査は当

初は浄化センター２回、ポンプ場１回の実施が予定されていた。その後、応募者から

の要望を受け、競争的対話は１回の追加、また、現地調査についても調査対象箇所を

定めず１回の調査が追加された。 
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2.7.3 多段階選抜の活用 

 
民間事業者選定プロセスにおいては対話等のやり取りを重ねていくことが考えられ、多

数の応募者を選定プロセスの最後まで候補として残すことは、管理者に対して過剰な負担

となる可能性が考えられ、また、応募者にとっても提案書作成等において相当な負担がかか

ることが想定される。 

このため、応募の各段階で応募者を絞り込む多段階選抜は有益である。 

例えば、参加資格審査等を含む多段階選抜による応募者の絞り込みは有効と考えられ、こ

の場合、３者程度に絞り込みを行うことが妥当であると考えられる。 

なお、基礎審査等で落選した応募者が、別のコンソーシアムに編入することなどがありう

る。これについて認めるかどうかについては公平性確保と競争性確保の観点から検討が必

要である。先行事例では構成員の変更については、原則認めないとされている。 

 

図表 2-18 多段階選抜を活用した応募者の絞り込みのイメージ 

 
  

下水道施設は広大かつ設備も多種にわたり、民間側 DD の実施時には、書類作成や事

務処理等について、管理者・応募者の双方に相当な負担がかかることが想定されること

から、多段階選抜により応募者を３者程度に絞り込みを行う方法も有効である。 



 

54 
 

 
2.7.4 選定結果の公表 

 

 

管理者は、運営権者を選定した際に、PFI 法第 11 条第１項の規定により客観的な評価の

結果を公表する。 

公表にあたっては、評価の結果、評価基準及び選定の方法に応じた選定過程の透明性を確

保するために必要な資料（ただし、公表することにより、民間事業者の権利、競争上の地位

その他正当な利益を害するおそれのある事項を除く。）をあわせて公表することが望ましい。 

また、審査委員会を設けて審査を行う場合には、審査委員会による審査内容や議事録につ

いても公表することが考えられる。 

 
  
○ PFI 法 

（客観的な評価） 
第 11 条 公共施設等の管理者等は、第七条の特定事業の選定及び第８条第１項の民間事業

者の選定を行うに当たっては、客観的な評価（当該特定事業の効果及び効率性に関する評

価を含む。）を行い、その結果を公表しなければならない。 
 

管理者は、運営権者を選定した際に、PFI 法に基づき客観的な評価の結果を公表する。 

また、選定過程を把握するために必要な資料を公表することで、選定過程の透明性が

確保される。 
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○ 運営権ガイドライン（内閣府） 

３ 民間事業者の選定 
３－６ 審査結果の公表 
２．留意事項 
（１）民間事業者の選定を行ったときは、その結果を速やかに公表する。なお、民間事業

者の選定を二段階で実施する場合においては、応募者を長期間不安定な立場に置くことが

ないよう、第一段階の審査通過者を管理者が決定した段階で、その結果を速やかに応募者

に通知する。 
（２）公表に当たっては、評価の結果、評価基準及び選定の方法に応じた選定過程の透明

性を確保するために必要な資料をあわせて公表する。特に、審査委員会を設けて審査を

行う場合においては、審査委員会における議事録を公開するものとする。ただし、公表

することにより、民間事業者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれの

ある事項（民間事業者のプレゼンテーション部分、固有名詞、費用などの具体的な数字、

民間事業者固有のアイデア等）及び審査委員の氏名を特定しうる情報を除く。 
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2.7.5 民間事業者への運営権の設定 

 
PFI 法第 16 条に基づき、管理者は選定事業者に運営権を設定することができる。この場

合、同法第 19 条に基づき、公共施設等の名称、立地、規模及び配置、運営等の内容並びに

運営権の存続期間を設定書に記載する。 

管理者の判断により公共施設等の一部や複数の公共施設等も設定単位とすることができ

るため、コンセッション方式で運営権者に委ねる下水道施設（処理場、ポンプ場及び管路）

の範囲と運営権を設定する範囲を合わせる必要がある。 

なお、敷地については、運営権ガイドライン（内閣府）に「公共施設等の敷地についても、

運営権を設定した公共施設等に当該敷地を含んでいる事業であれば、通常の範囲での使用

権は運営権の中に含まれ、特段の事情のない限り、実施契約のほかに国有財産法等に基づく

賃貸借契約又は使用許可を必要としないと考えられる」と示されている。 

運営権については、コンセッション方式で運営権者に委ねる下水道施設（処理場、ポ

ンプ場及び管路）の範囲と合せて設定することが必要である。 

○ 運営権ガイドライン（内閣府） 

９ 設定 9－1 設定手続等 ２．留意事項 

（１）管理者等は、運営権を設定するときは、選定事業者に対し、設定書を交付する。設定書

には、PFI 法第 19 条に基づき、公共施設等の名称、立地、規模及び配置、運営等の内容

並びに運営権の存続期間を記載する。 
 
６ 土地等の賃貸借 6－1 運営権と土地等賃貸借の関係 ２．留意事項 
（２）このため、運営権の中には当該公共施設等の運営等に通常必要とされる公共施設等の運

営等を行い収益するための権利・権原が含まれ、運営権者が当該施設の運営等を行うに当

たり、特段の事情のない限り、実施契約のほかに国有財産法等に基づく賃貸借契約又は使

用許可を必要としないと考えられる。また、公共施設等の敷地についても、運営権を設定

した公共施設等に当該敷地を含んでいる事業であれば、通常の範囲での使用権は運営権

の中に含まれ、特段の事情のない限り、実施契約のほかに国有財産法等に基づく賃貸借契

約又は使用許可を必要としないと考えられる。 
 

○ PFI 法 

（公共施設等運営権の設定） 
第 16 条 公共施設等の管理者等は、選定事業者に公共施設等運営権を設定することができ

る。 
 

（公共施設等運営権の設定の時期等） 
第 19 条 （略） 
２  公共施設等運営権の設定は、次に掲げる事項を明らかにして行わなければならない。  

１  公共施設等の名称、立地並びに規模及び配置  
２  第 17 条第２号及び第３号に掲げる事項 
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2.8 基本協定、運営権実施契約及び直接協定 

2.8.1 基本協定 （管理者 － コンソーシアム構成企業） 

 

基本協定とは、コンソーシアムが落札者として選定されたことを確認し、当該コンソーシ

アムの設立する SPC と管理者との間の運営権実施契約の締結に向けて、管理者と当該コン

ソーシアム構成企業との間でその義務について必要な事項を定めるものである。基本協定

においては、選定事業の落札者であるコンソーシアム構成企業による SPC の設立及び選定

事業の準備等について明記される。 

 

図表 2-19 想定される事業スキームと基本協定書の当事者について 

 
 
 
 

 
  

運営権者
（下水道施設の運営、維持管理、修繕、改築更新、施工業者の選定等）

下水道使用者

公共施設等
運営権

金融機関等
融資

抵当権設定

構成企業 民間企業

出資 業務委託業務委託

国
地方交付税交付金
（交付団体のみ）

徴収業務実施主体

・水道管理者による上下一体
徴収の場合が多い

下水道
利用料金

下水道事業債
引受先

債務償還

返済

【下水道使用料】

・下水道管理者が下水道法第20
条第1項により徴収する使用料

【下水道利用料金】

・運営権者がPFI法第23条により
収受する利用料金

*事業計画の策定や公権力の行使等、管理者側が行わなければならない業務。
詳細は2.10.2参照

下水道使用料

地方自治体

下水道管理者（事業計画の変更、既往債償還、資産管理、事

業者モニタリング、運営権者が実施できない業務*、会計検査の受検）

地方公共団体の一般会計

一般会計繰出金

下水道施設施設保有

国庫補助
（交付金）

運営権実施契約

運営権
対価

一般会計繰出
金相当

交付金相当
下水道管理者との間の
下水道使用料/下水道
利用料金の按分も可能

起債
収入

点線内はコンセッション方式に特有
の事項
青矢印は主に金銭の流れ

基本協定書 （管理者 － コンソーシアム構成企業） 

 

 

契約締結までの準備事項や特別目的会社（SPC）の設立に向けた基本協定を管理者と

コンソーシアム構成企業との間で締結することが考えられる。 
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2.8.2 運営権実施契約 （管理者 － 運営権者） 

 

運営権実施契約とは、管理者と運営権者とで締結されるものであり、「契約ガイドライン

（内閣府）」が参考となる。下水道利用料金に関する事項（下水道利用料金の収受方法、下

水道利用料金の上限等に関する事項、下水道利用料金の改定に関する事項）についても、実

施契約書において定めることが考えられる。 

なお、運営権者による事業の開始のための準備として、下水道使用者の情報や下水道使用

料に関する情報を管理者が運営権者に提供するにあたっては、当該管理者たる地方公共団

体が定める個人情報に関する条例等の規定に抵触しないよう留意する必要がある。 

また、コンセッション方式の円滑かつ効率的な実施を図るため、PFI 法に基づき、管理者

の職員を運営権者に退職派遣することができる。 

図表 2-20 想定される事業スキームと実施契約書の当事者について 

 
 
 

 

運営権者
（下水道施設の運営、維持管理、修繕、改築更新、施工業者の選定等）

下水道使用者

公共施設等
運営権

金融機関等
融資

抵当権設定

構成企業 民間企業

出資 業務委託業務委託

国
地方交付税交付金
（交付団体のみ）

徴収業務実施主体

・水道管理者による上下一体
徴収の場合が多い

下水道
利用料金

下水道事業債
引受先

債務償還

返済

【下水道使用料】

・下水道管理者が下水道法第20
条第1項により徴収する使用料

【下水道利用料金】

・運営権者がPFI法第23条により
収受する利用料金

*事業計画の策定や公権力の行使等、管理者側が行わなければならない業務。
詳細は2.10.2参照

下水道使用料

地方自治体

下水道管理者（事業計画の変更、既往債償還、資産管理、事

業者モニタリング、運営権者が実施できない業務*、会計検査の受検）

地方公共団体の一般会計

一般会計繰出金

下水道施設施設保有

国庫補助
（交付金）

運営権実施契約

運営権
対価

一般会計繰出
金相当

交付金相当
下水道管理者との間の
下水道使用料/下水道
利用料金の按分も可能

起債
収入

点線内はコンセッション方式に特有
の事項
青矢印は主に金銭の流れ

 

実施契約書 （管理者 － 運営権者） 

運営権実施契約には、事業範囲やリスク及び保険に関する事項、公共が負担する資

金（国庫補助金相当額、一般会計繰出金相当額等）の算定及び支払いに関する事項、契

約の中途終了や解除に関する事項、事業期間満了に関する事項等を規定する必要があ

る。 
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○ PFI 法 

（地方派遣職員に係る特例） 

第 79 条 地方派遣職員（地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第３条第２項に規定す

る一般職に属する職員が、任命権者又はその委任を受けた者の要請に応じ、公共施設等運

営権者の職員となるため退職し、引き続いて当該公共施設等運営権者の職員となり、引き

続き当該公共施設等運営権者の職員として在職している場合における当該公共施設等運

営権者の職員をいう。第３項において同じ。）は、同法第 29条第２項の規定の適用につい

ては、同項に規定する特別職地方公務員等とみなす。 

２ 地方公務員法第 38 条の２第２項に規定する退職手当通算法人には、公共施設等運営権

者を含むものとする。 

○ 運営権ガイドライン（内閣府） 

10 退職派遣制度 

退職派遣制度の運用に当たっては、次の点に留意すること。 

（１）退職派遣制度は、これまで専ら国又は地方公共団体が公共施設等の運営等を行って

きたことにより、民間事業者において必要な専門的な知識及び技能を有する人材を確保

することが困難な場合があることから、事業の初期段階において国又は地方公共団体の

職員が有する専門的な知識及び技能を運営権者に継承することにより、運営事業の円滑

な立ち上げを支援する目的で設けられたものであり、この趣旨にのっとり、運営権者の

要請を踏まえつつ、的確に運用されるべきものであること。 

（２）ＰＦＩ法に基づく公務員の運営権者への派遣を事業の中に組み込む場合に、事業の

継承を確実にし、事業期間中の事業の安定性を確保するために、公募において行われる

提案に対して、特に対象事業の安全に関わる分野等において公務員の派遣人数を少なく

する、あるいは派遣期間を短くすることを評価するような評価基準を設定しないことと

する。 

（３）応募予定者が入札時に考慮できるよう、管理者等は、実際の派遣職員が決定してい

る場合のみならず、決定していない期間であっても、派遣職員の人数や条件、保有する

スキルイメージ等の情報について、原則競争的対話時までに応募予定者に対し公表する

こと。 

先行事例 ： 浜松市の事業における退職派遣について             

 
浜松市においては、実施契約において、市職員の派遣について下記のとおり定めている。 

 

○ 浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業 公共施設等運営権実施契

約書 
（市職員の派遣） 

第 14 条  

運営権者が市職員の派遣を要請した場合には、市及び運営権者は、市職員の派遣

に関し協議する。 
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2.8.3 直接協定 （管理者 － 融資金融機関等） 

 

直接協定とは、運営権者によるコンセッション方式の実施が困難となった場合等に、管理

者による契約解除権行使を融資金融機関等が一定期間留保することを求め、融資金融機関

等による一定の介入（ステップイン）を可能とするための必要事項を規定した管理者と融資

金融機関等との間で直接結ばれる協定のことである。 

要求水準の未達や期限の利益の喪失等一定の事項が生じた場合の相互の通知義務や運営

権者の発行する株式や有する資産への担保権の設定に対する管理者の承諾等について規定

される。また、直接協定に基づいて、ステップインが実行される際の未収下水道利用料金債

権の取扱いについても検討を行う必要がある。 

なお、直接協定には、例えば金融機関によるモニタリングの結果、財務制限条項に重大な

違反があった場合等の管理者への通知義務規定、これらの場合の協議規定等が置かれる。 

図表 2-21 想定される事業スキームと直接協定の当事者について 

 
  
 

運営権者
（下水道施設の運営、維持管理、修繕、改築更新、施工業者の選定等）

下水道使用者

公共施設等
運営権

金融機関等
融資

抵当権設定

構成企業 民間企業

出資 業務委託業務委託

国
地方交付税交付金
（交付団体のみ）

徴収業務実施主体

・水道管理者による上下一体
徴収の場合が多い

下水道
利用料金

下水道事業債
引受先

債務償還

返済

【下水道使用料】

・下水道管理者が下水道法第20
条第1項により徴収する使用料

【下水道利用料金】

・運営権者がPFI法第23条により
収受する利用料金

*事業計画の策定や公権力の行使等、管理者側が行わなければならない業務。
詳細は2.10.2参照

下水道使用料

地方自治体

下水道管理者（事業計画の変更、既往債償還、資産管理、事

業者モニタリング、運営権者が実施できない業務*、会計検査の受検）

地方公共団体の一般会計

一般会計繰出金

下水道施設施設保有

国庫補助
（交付金）

運営権実施契約

運営権
対価

一般会計繰出
金相当

交付金相当
下水道管理者との間の
下水道使用料/下水道
利用料金の按分も可能

起債
収入

点線内はコンセッション方式に特有
の事項
青矢印は主に金銭の流れ

 

直接協定 （管理者 － 融資金融機関等） 

金融機関等からの借入がある場合には、事業の円滑な実施・継続を目的として管理者

と融資金融機関等との間で事業の実施に係る事項を定めた直接協定を締結することが

考えられる。 
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II  導入における検討事項  

2.9 事業スキームの検討 

2.9.1 事業スキームの検討 

 

 

 

 

下水道分野でのコンセッション方式は、地域の実情を踏まえ、対象とする地理的範囲（処

理区等）、施設範囲（処理場、管路等）及び業務内容（企画調整・維持管理、更新工事）等

に応じて様々なスキームが考えられる。 

したがって、コンセッション方式活用に関する地方公共団体の期待・メリットは、その規

模により異なるものの、各地方公共団体が、その実情に応じて、対象となる施設、業務内容

等を設定し、コンセッション方式を導入することが可能である。 

 

図表 2-22 運営権者の業務範囲 

 
  

コンセッション方式では、PFI（従来型）とは異なり、管理者から運営権を付与され

た運営権者が、下水道利用料金等を収入とし（3.12.3 参照）、企画調整、維持管理、更

新工事等の業務を実施するものであり、個々の事業に合わせた適切な形態を検討するこ

とが重要である。 
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また、管理者、運営権者及び下水道使用者との関係等全体像については、基本的には図表 
2-23 のとおり示すことができる。 

管理者がスキームを検討するにあたっては、下水道使用者の利便性や円滑な事業実施等

に配慮した最適な事業形態を管理者の判断で選択していくことが重要である。管理者が公

共人件費や既往債償還分等を下水道使用料として徴収することにより運営権者に運営権対

価を求めない形態等、多様な事業手法の採用も想定される（2.11.2 で解説）。 

 

図表 2-23 想定される事業の全体像 

 
  

運営権者
（下水道施設の運営、維持管理、修繕、改築更新、施工業者の選定等）

下水道使用者

公共施設等
運営権

金融機関等
融資

抵当権設定

構成企業 民間企業

出資 業務委託業務委託

国
地方交付税交付金
（交付団体のみ）

徴収業務実施主体

・水道管理者による上下一体
徴収の場合が多い

下水道
利用料金

下水道事業債
引受先

債務償還

返済

【下水道使用料】

・下水道管理者が下水道法第20
条第1項により徴収する使用料

【下水道利用料金】

・運営権者がPFI法第23条により
収受する利用料金

*事業計画の策定や公権力の行使等、管理者側が行わなければならない業務。
詳細は2.10.2参照

下水道使用料

地方自治体

下水道管理者（事業計画の変更、既往債償還、資産管理、事

業者モニタリング、運営権者が実施できない業務*、会計検査の受検）

地方公共団体の一般会計

一般会計繰出金

下水道施設施設保有

国庫補助
（交付金）

運営権実施契約

運営権
対価

一般会計繰出
金相当

交付金相当
下水道管理者との間の
下水道使用料/下水道
利用料金の按分も可能

起債
収入

点線内はコンセッション方式に特有
の事項

○ PFI 法  

（定義） 
第２条  （略） 
２～５   （略） 

６  この法律において「公共施設等運営事業」とは、特定事業であって、第 16条の規定

による設定を受けて、公共施設等の管理者等が所有権（公共施設等を構成する建築物そ

の他の工作物の敷地の所有権を除く。第 29条第４項において同じ。）を有する公共施設

等（利用料金（公共施設等の利用に係る料金をいう。以下同じ。）を徴収するものに限

る。）について、運営等（運営及び維持管理並びにこれらに関する企画をいい、国民に

対するサービスの提供を含む。以下同じ。）を行い、利用料金を自らの収入として収受

するものをいう。 
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2.9.2 運営権者の性質 

(1) 運営権者に対する出資等 

運営権者への地方公共団体による出資については、必要性が明確であり、かつ、出資以外

の方法ではその必要性に明確に応えることができない場合を除いて行わないこととする、

と「運営権ガイドライン（内閣府）」において示されている。 

下水道事業については、その持続可能性確保のため、運営主体そのものの健全性を適切に

監視することが重要であり、管理者は下水道法第三条に基づく下水道の管理の最終責任を

果たす観点から、管理者が運営権者への出資を通じた監視を行うことを検討することも考

えられる。例えば、管理者によるモニタリング（監視・評価）を効果的に実施するため、契

約によらず管理者が株主権限の行使を通じた情報把握を行う権利の確保を検討することが

考えられる。 

また、管理者が運営権者に出資を行い、必要な技術力・ノウハウ等を継続して維持・蓄積

する観点から、管理者の職員を、事業期間中継続して、地方公務員派遣法に基づき運営権者

に派遣すること等を検討することも考えられる。 

しかしながら、このような管理者による運営権者に対する出資等による監視や人材派遣

を行う場合でも、民間の創意工夫や資金の活用というコンセッション方式の趣旨を損なう

こととならないよう、必要性を明確にし、かつ、出資以外の方法ではその必要性に明確に答

えることができないことを明らかにし、運営権者の経営の自由度や知的財産権・ノウハウ等

の保護への影響に十分配慮するとともに、出資の目的を達成するために必要最小限の出資

割合及び株主権限等に留めることが必要であると考えられる。 

また、マーケットサウンディング等を通じて民間事業者の意見を聴取するとともに、募集

要項等の公募開始時に管理者による出資比率、額、官民の役割分担等を明らかにし、管理者

から民間事業者に対して、出資割合や株主権限の行使について、一定の誓約を行う等、運営

権者の経営等への影響に配慮することが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 運営権ガイドライン（内閣府） 

２ 実施方針 ２－１実施方針策定時に配慮すべき事項 

２．留意事項  
（１）⑥ 運営権者への地方公共団体による出資や特定の企業による出資枠については、必

要性が明確であり、かつ、出資以外の方法ではその必要性に明確に応えることができない

場合を除いて行わないこととする。また、出資を認める場合でも、出資額に対して過大な

株主権限（役員比率等）を要求するような条件や、応募者の資金調達必要額が不確定にな

るような条件を付さないこととする。 
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先行事例 ： 運営権者に出資がされている他インフラの事例             

 

大津市が実施しているガスコンセッションの事例では、管理者である大津市が運営

権者に対して 25％の出資を行っている。 

図表 2-24 大津市ガスコンセッションの事業スキーム 

 

出典）大津市企業局企業総務部「大津市ガス特定運営事業等の経緯・概要について」 
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(2) 地域企業等の参画 

下水道事業は地域産業の面もあり、緊急・災害時における迅速かつ確実な対応を行う地域

企業の存在は重要である。このため、運営権者と地域企業等との連携体制の構築も重要であ

り、運営主体への地域企業等の参画も想定される。 

運営権者を選定するにあたって、地域企業等による関与としては、災害時の対応、地域活

性化への取組に係る評価項目の設定等により、地域企業の関与を一定程度図りつつ、民間の

創意工夫、関与の透明性、入札における競争性を妨げない仕組みに配慮することが必要であ

る。 
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先行事例 ： 先行事例における地域との連携                 

 

浜松市、宮城県及び須崎市の事業においては、地域貢献の例として下記の項目が評

価の対象とされた。 

 

図表 2-25 浜松市の事業における地域貢献と評価の視点 
地域貢献（地域の活性化） 評価の視点 

浜松市の事例 

地域企業等の連携や協力、地域住民雇

用などについて 

地域企業の本事業への参画や、地域住民雇用な

どが考慮されているか 

地域との連携や協働、地域活性化への

取り組みについて 

多くの市民が参加し、地域活性化につながる提

案となっているか 

宮城県の事例 

[地域機材に対する取組]地域企業の連

携・協力及び地域人材の雇用 

・企業数や雇用する地域人材の人数の羅列にと

どまらず、本事業等における地元企業及び地域

人材の役割を記載すること 

・3事業ごとに分けて、地元企業及び地域人材へ

の技術の継承について記載すること 

[県民等の理解醸成方針・施策]広報活

動の方針・施策 

・広報活動の施策の内容及び実施頻度を記載す

ること 

・施策に係る費用を記載すること 

須崎市の事例 

下水道事業における地域貢献 下水道事業における、地元企業の関与等と地 

域に根差して本事業に対して取り組もうとする

姿勢について評価する 

任意事業における地域貢献 任意事業における、地域貢献に資する提案につ

いて評価する 

クリーンセンター等における地域貢献 クリーンセンター等における、市への社会貢献

と、地域経済への波及効果について評価する 

出典）各事業における優先交渉権者選定基準 

 

 



 

67 
 

(3) 不良・不適格業者の排除 

不良・不適格業者の放置は、適正な競争を妨げ、下水道事業の適正な運営の確保に支障を

きたすとともに、技術力・経営力を向上させようとする優良な民間事業者の意欲を削ぎ、事

業の健全な発展を阻害することとなる。このため、入札における競争参加資格設定や評価を

適切に行うことを基本としつつ、反社会的勢力が経営に実質的に関与している企業、社会保

険に未加入の企業、必要とされる技術者の配置を行わない企業等不良・不適格業者の事業か

らの排除を徹底する必要がある。 
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2.9.3 流域下水道を対象とする事業 

流域下水道を対象にコンセッション方式を適用することも可能である。この場合、関連公

共下水道管理者から都道府県に対して支払われる負担金が PFI 法に定める「利用料金」と

なり、コンセッション方式の導入後は、運営権者がこれを直接収受することとなる。 

流域下水道を対象としたコンセッション方式の導入や導入後の料金改定のあり方を検討

するにあたっては、下水道法第 31 条の 2 の趣旨や地域の実情に合わせた手続を設けること

に留意が必要となる。 

 

2.9.4 雨水排除施設を対象とする事業 

コンセッション方式の対象は利用料金を徴収する公共施設等に限るとされているところ

である（PFI 法第２条第６項）。 
 また、雨水に関する業務は公費による負担が原則である。これらを踏まえると、利用料金

の徴収対象ではない雨水排除専用施設をコンセッション方式の対象とすることはできない

ことに留意が必要である。 

ただし、分流式下水道の汚水排除・処理を対象とするコンセッション方式に、雨水に関す

る業務の委託を付加した契約を行うことも考えられる。 

なお、合流式下水道の場合、下水道施設全体に運営権を設定することは妨げられないもの

の、要求水準の設定や雨水排除の公費負担の原則に留意が必要となる。詳細は 2.12.3 を参

照のこと。   
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2.9.5 下水道とその他インフラとの連携・広域化 

(1) 下水道とその他インフラとの連携 

 

バンドリングとは、同種又は異種の複数の施設を一括して事業化する手法を指す。 

バンドリングを行う場合には、「バンドリングの効果を実現できる業務範囲とすること」

「競争性のある選定を行うこと（バンドリングの対象となるすべての事業について単独企

業において実績を有することを資格要件として求めると該当企業が極めて少なくなり競争

性のある公募が成立しないおそれがある）」「バンドリングが担保される事業スキーム及び

契約内容とすること」「地域共生へ配慮すること」等に留意する必要がある。 

また、バンドリングにあたっては、他事業を包括的民間委託の業務とし、運営権実施契約

と一体的に契約する手法も考えられる。 

なお、他事業とのバンドリングを行う場合には、事業ごとに会計を整理する必要があるこ

とに留意が必要である。 

同種または異種を問わず、複数の管理者による複数事業をバンドリングしてコンセッシ

ョン手法を導入する場合、管理者毎に実施契約を締結すること等が想定されるが、一部の事

業で解約事由が生じた場合に他の事業でも解約事由となり得るかなど、それぞれの事業で

の解約のあり方について、慎重に検討する必要がある。 

図表 2-26 下水道との連携が想定される他インフラの例と想定される連携による効果 

 

集落排水上水道

浄化槽

廃棄物処理

＜下水道との連携が想定される他インフラ（例）＞ ＜想定される連携による効果＞

想定される効果 具体例

コスト削減 一体管理による運転管理・設備点検の効率化
薬品等の大量購入による価格低下

組織のスリム化 業務の共通化による省力化
エネルギーの利用 下水汚泥や廃棄物の混合処理によるエネルギーの回収

効率化

ポイント 留意点
業務範囲 連携による効果を実現できる業務範囲となっているか
競争性のある選定 JV・コンソーシアム全体で複数インフラが運営できる体制で足りる等、競争性のある公募が実現できる参

加資格となっているか
（複数インフラを共通して運営した実績のある者のみに限定すると、競争性のある公募が実現できない）

連携(バンドリング)の担保 事業期間中も連携が継続する仕組み（契約解除の連動等）となっているか
地域共生 地域との健全な連携に配慮したスキームとなっているか（地域企業排除となっていないか）

＜連携における主なポイント・留意点＞

公共
下水道

工業用水道

下水道事業単独では事業化が困難な場合には、業務範囲に他インフラに係る事業を含

めるバンドリングを実施することで、事業としての成立性を高めることが考えられる。 
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(2) 広域化 

 

他の地方公共団体が行う下水道事業を含めた運営事業とすることで事業の成立性を高め

る方法も考えられる。具体的には、公共下水道を管理する複数の地方公共団体が連携してコ

ンセッション方式を実施するケース、同一流域内の流域下水道・流域関連公共下水道を一体

的にコンセッション方式の対象とするケース、流域外の公共下水道と一体的にコンセッシ

ョン方式を実施するケース等が想定される。 

広域化を行う場合には、それぞれの管理者が同一の事業者に運営権を設定することが想

定される。同時に事業を行う場合には公募手続を一体的に行う、順次に事業を行う場合には

公共調達ルールに即した選定・委託を行う等に留意が必要となる。 

この場合、運営権は地方公共団体毎に複数存在することとなり、実施契約についても、そ

れぞれ作成、締結することとなる。その際、例えば、いずれかの運営権が取り消された際は、

別の運営権も取り消すことができるとすることも想定される。 

また、運営権者・各管理者のそれぞれの事務コストや効率性を考慮して、各管理者の契約

上の重要な権限行使における意思決定を一本化し、その意思決定プロセスを明確化するこ

とや、各管理者の事務窓口を一本化する等の手法を講じることが想定される。 

なお、各地方公共団体の下水道事業ごとに会計を整理する必要があることに留意が必要

である。会計の区分にあたっては、2.11.5.(4)を参照のこと。 

複数の契約間での事業解約のあり方についても、前項のバンドリングを行う場合と同様

に、慎重に検討する必要がある。 

  

単独の地方公共団体では事業化が困難な場合には、他の地方公共団体と連携し、複数

の下水道事業を運営事業として広域化を実施することで、事業としての成立性を高める

ことが考えられる。 
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図表 2-27 流域下水道・流域関連公共下水道・流域外の公共における 
コンセッション方式を活用した広域化のイメージ 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

先行事例 ： 須崎市の事業における他市町村業務の受託             

 

須崎市の事業においては、契約締結後に周辺市町村からの業務を SPC が受託すること

によって、運営権者 SPC を中心とした広域化に資することとなっている。 

須崎市公共下水道施設等運営事業公共施設等運営権実施契約書 

(兼業禁止等) 

第 40 条 運営権者は、本事業に係る業務以外の業務を行ってはならない。ただし、あ

らかじめ市の承諾を得た場合は、この限りでない。 

2 前項の規定によらず、地方自治法「事務の委託」（第 252 条の 14～第 252 条 

の 16）等の規定にしたがい、市が市以外の地方公共団体のインフラ管理等の事 

務事業（以下「他団体インフラ事業」という）を行う場合にあっては、市は当該 

他団体インフラ事業を本事業と一体をなすものとして運営権者に委託し行わせる 

ことができる。この場合の契約の条件は、市及び運営権者が協議して決定する。 
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2.9.6 管路施設を対象とする事業 

管路施設を対象にコンセッション方式を適用する場合、地中埋設物であって目視点検等

が難しい等の管路の特性に応じた業務内容、要求水準、リスク分担等を規定することが望ま

しい。 

たとえば、管路施設を対象とする事業の場合には、要求水準のあり方に一定の配慮が必要

となる（2.13.4 参照）。 

また、要求水準と密接に関連するモニタリングの実施においても、管路施設を対象とする

事業のモニタリングの考え方にも一定の配慮が求められる（2.15 参照）。 

さらに、管路施設の性質上、公共側のデューデリジェンスのあり方（2.3.1 参照）のほか、

リスク事象発生時のリスク分担（2.12.1.(2)参照）にも配慮が必要となる。 
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2.9.7 更新工事 

 

(1) 管理者が策定する計画等と運営権者が行う更新工事の関係 

運営権者が事実行為として行う更新工事は、下水道法第４条に基づいて定められた事業

計画の範囲内で実施する必要がある。 

さらに、当該更新工事について、例えば、社会資本整備総合交付金等を活用して行う場合

には、予め社会資本総合整備計画に位置付けられる必要があり、交付金の交付申請にあたっ

ては、従前どおり管理者が申請することとなる。したがって、上記計画の策定・変更や交付

申請に際しては、管理者と運営権者が適切に調整することが望ましい。 

 

(2) 更新工事の契約への盛り込み方 

コンセッション方式において、事業開始前の時点において長期にわたる将来の工事内容

をすべて実施契約等に規定することは困難である。そこで、更新工事のコンセッション方式

における契約への位置付け方は、以下のような取り扱いとすることが想定される。 

まず、実施契約において、運営権者が要求水準で求められるサービス水準を遵守する義務

を負うことを規定する。事業期間全体にわたっての更新工事に係る総額については、国庫補

助金相当額等を含む想定事業費の上限額について、当初契約の民間事業者選定時に更新工

事の全体像と合わせて明確にすることが望ましい。これにより、事業期間中は原則としてこ

の上限金額の範囲内で運営権者は更新工事を実施することとなる。更新工事の範囲が当初

から変更となった場合には、この上限金額も変更することが考えられる。 

また、事業期間中に実施する更新工事については、ストックマネジメント計画等に基づき

更新工事の詳細な内容や金額が明らかになった時点で、管理者と運営権者の間において具

体化することが考えられる。 

さらに、詳細な個別工事の実施内容は、施設の健全度や国庫補助金の配分状況により異な

ると考えられるため、年度単位で当該年度に実施する更新工事の内容について協定等で規

定することが考えられる。この場合、個別工事ごとに運営権者と管理者との間で工事実施契

運営権者が事実行為として行う更新工事は、下水道法第４条に基づいて定められた事

業計画の範囲内で実施する必要がある。 

事業期間中における更新工事の上限金額については当初契約の民間事業者選定時に

競争等を通じて定めた上で、詳細な個別工事の実施内容については、年度単位で協定等

として規定することが想定される。 
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約を締結する必要はないものと考えられる。 

 
(3) 国庫補助金の交付手続等 

コンセッション方式で事業を行う場合においても、国庫補助金の交付申請や決定、額の確

定等、交付手続については、管理者が補助事業者として行う必要がある。 

ただし、個別工事の内容や事業費の積算等については、工事主体である運営権者が要求水

準書等を踏まえ行った検討に基づくこととしても、管理者が会計検査を受検することも踏

まえた上で、性能や金額の確認等を行い、交付申請を行うことになるものと考えられる。 

更新工事費用のうち国庫補助金相当額や一般会計からの繰出相当額等を管理者が負担す

る方式を採用する場合、民間事業者は更新工事の実施にあたり、一時的に立て替えを行い、

後日管理者から国庫補助金及び一般会計からの繰出相当額等の精算を受けることが想定さ

れる。 

なお、この場合の税務上の取扱いについては、事業スキームを明確にした上で、国税庁に

問い合わせる必要がある。 

また、コンセッション方式においても、社会資本整備総合交付金等における「一括設計審

査」（全体設計）を適用することが可能である。 

図表 2-28 浜松市コンセッション方式における更新工事について 

 

(4) 国庫補助金が交付されない場合の措置 

国庫補助金の活用を予定していた更新工事において、将来的に国庫補助金が交付されな

い等の事態も想定される。 

このため、管理者は、要求水準の見直しや下水道利用料金の変更等を含め、国庫補助金が
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交付されない場合の措置についても、予め検討を行っておくことが重要である。 

 

(5) WTO の政府調達に関する協定の適用 

コンセッション方式で行う維持管理等に係る更新工事については、WTO の政府調達に関

する協定の適用は受けないと解せられる。 

なお、「政府調達協定に関する協定を改正する議定書」付表７の一般的注釈及び「地方公

共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成 7 年政令第 372 号）」で

は、PFI 法第２条第２項に規定する特定事業（建設工事を除く。）にあっては、コンセッシ

ョン方式で行わない限りにおいて、改正 PFI 法による改正前の同項に規定する特定事業を

実施するため締結される契約については、WTO の政府調達に関する協定の適用を受けると

規定されている。 
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2.10 業務範囲 

2.10.1  管理者が有する事業管理の最終責任 

 

(1) 管理者の最終責任 

コンセッション方式を用いる場合でも、下水道法第３条に基づき下水道の管理に係る最

終的な責任は、管理者が負うこととなる。 

また、下水道法第４条に定められる事業計画の策定・変更、国庫補助金に係る手続、公権

力の行使等、下水道事業の最終責任は管理者に残る。 

したがって、管理者は組織・人員体制や経営状況に応じた下水道事業の目的や方針を明ら

かにした上で、PPP/PFI 活用の期待や運営権者に要求する事項を、要求水準書等において、

明確化する必要がある。 

事業内容や事業期間の決定にあたっては、将来にわたっての提供すべきサービス内容と

水準の変化（高度処理、再生水利用、汚泥利用等）や技術革新の可能性を十分に検討し、決

定すべきである。 

なお、会計検査については、国庫補助金の交付申請者である管理者が、責任をもって受検

する必要があると考えられる。 

(2) 実施体制 

PPP/PFI を活用することにより、管理者の知識や経験、技術力の喪失が想定されるが、

下水道事業の最終責任は管理者に残ることから、最終責任を果たすために必要な技術力や

体制を検討した上で、管理者は職員の人材育成や体制の確保等に努める必要がある。 

そのため、提供すべきサービスの内容と水準を踏まえ、管理者は外部機関の活用も含め、

責任を負えるだけの体制を整備することが重要である。 

  

下水道事業の最終責任を負うこと及び事業計画の策定・変更、国庫補助金に係る手続、

公権力の行使等は、管理者の責任として残る。したがって、下水道事業の最終責任は管

理者に残存することから、外部機関の活用・補完、人材育成や体制の確保に努め、責任

を負えるだけの体制を整備することが重要である。また、管理者による運営権者が実施

する事業のモニタリングが重要である。 
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2.10.2  運営権者の業務範囲 

 

コンセッション方式における運営権者の業務範囲について、PFI 法第２条第６項では「公

共施設等について、運営等（運営、維持管理並びに企画）を行う」と定められている。 

したがって、下水道事業のコンセッション方式においては、運営権者は下水道施設の運営

等、すなわち維持管理マネジメント（施設保全計画・管理、外注計画、労働安全衛生管理、

危機管理等）、更新工事等に係る企画及び PFI 法第 23 条に基づく下水道利用料金の運営権

者収益としての収受等の業務を実施することができる。 

こうした事業範囲において、運営権者には維持管理の結果として得られたデータや保有

するノウハウをもとに事業全体の効率化や改善内容を企画し、更新工事を最適化していく

ことが期待される。 

さらに、「運営権ガイドライン（内閣府）」では、運営権者は運営事業として、「建設」及

び「施設の全面除却を伴う再整備」を除く業務を行うことができると示されている。 

運営権者が実施可能な増改築の程度について、「運営権ガイドライン（内閣府）」において

は、具体的には管理者が判断すべきものとしつつ、いくつかの考え方が示されており、一例

として「水道施設の総体に運営権を設定した際、管路や浄水施設等の増改築を実施した場合

には、これらの管路や浄水施設等についても、既存の運営権を及ぼすことが可能」と示され

ている。 

その一方で、PFI 法で規定された運営権登録簿に登録された施設の立地等が変更になる

場合や、施設が全面的に除却される場合は、新たな運営権設定が必要とされている。 

下水道事業においても、上記例示のように、「下水道事業総体」または「A 処理区総体」

等の形で運営権設定を行った場合には、処理区内の処理場施設や管路の更新、付け替えは運

営権の範囲であると考えられる。 

ただし、具体的にどの程度の業務が当該運営権の範囲内で運営権者が実施可能なものと

して位置付けられるかについて、個別の事業において検討が必要である。 

運営権者の業務範囲については、事業に求める効率性や運営権者の事業性等をもとに、地

理的範囲（処理区等）、施設範囲（処理場・管路等）及び業務内容（維持管理・更新工事）

公権力の行使や下水道法に定める最終的な責任は管理者に残存する。運営権者に委ね

る業務範囲については、個別の事業において管理者が実施すべき業務範囲等を検討した

上で設定する必要がある。 
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を整理する必要がある（図表 2-22、図表 2-29 参照）。 

 
図表 2-22 運営権者の業務範囲（再掲） 

 
 
また、必要に応じて、他インフラとの連携（バンドリング）、広域化（複数団体の連携）

等についても事業範囲として含めることも想定される。バンドリング及び広域化について

は 2.9.5（１）（２）を参照のこと。 

なお、流域下水道についても、運営権者が関連公共下水道管理者からの負担金を利用料金

として収受するコンセッション方式を適用することが可能である。 

 

図表 2-29 業務範囲の考え方と留意事項 
項目 範囲の考え方 検討の際の留意事項 

地理的

範囲 

地方公共団体内の全処理区等を

対象とすべきか、一部の処理区

等のみを対象とすべきか。 

事業に求める効率性や民間側での事業性、

管理者側での技術継承・モニタリング能力、

運営権者の撤退時への対応に留意して検討

することが重要。なお、一部処理区のみを

対象とする場合には、維持管理水準、利用

料金水準等について、その他処理区と不公

平感が生じないよう留意が必要。 

施設 
範囲 

処理区等内にある全施設を対象

とすべきか、一部施設（例えば処

理場のみ）を対象とすべきか。 

事業に求める効率性や民間側での事業性、

リスクの種類と程度、特に管路に関しては

開示可能な情報、管理者側での事業実施体

制に留意して検討することが重要。 

業務 
内容 

業務範囲は維持管理のみとすべ

きか、設備の更新工事等まで含

むべきか。 

事業に求める効率性や民間側での事業性、

施設の健全度、管理者が期待する民間事業

者による創意工夫に留意して検討すること

が重要。 
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一方、下水道法第三条に基づき、下水道の管理に係る最終的な責任は、管理者が負うこと

となる。管理者の責任には、下水道施設の資産としての所有や下水道法第四条に基づく事業

計画の策定、国庫補助に係る手続や会計検査の受検、各種命令等公権力に係る業務、下水道

条例や実施方針に関する条例の管理が含まれる。 

また、管理者は運営権者が行う業務が適切であるか、モニタリングすることが求められる。 

したがって、運営権者が行う業務範囲や管理者と運営権者で分担するリスクについては、

下水道管理に係る最終的な責任を管理者が負うことを踏まえ、管理者と運営権者の現在と

将来の人員体制や実行能力、民間事業者の参画意欲、開示可能な情報等を考慮して検討を行

う必要がある。 

図表 2-30 運営権者が実施可能な業務範囲 

 

 

○ PFI 法 

（定義） 

第２条  

６ この法律において「公共施設等運営事業」とは、特定事業であって、第 16 条の規定に

よる設定を受けて、公共施設等の管理者等が所有権（公共施設等を構成する建築物その他

の工作物の敷地の所有権を除く。第 29条第４項において同じ。）を有する公共施設等（利

用料金（公共施設等の利用に係る料金をいう。以下同じ。）を徴収するものに限る。）につ

いて、運営等（運営及び維持管理並びにこれらに関する企画をいい、国民に対するサービ

スの提供を含む。以下同じ。）を行い、利用料金を自らの収入として収受するものをいう。 
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○ 運営権ガイドライン（内閣府） 

12 更新投資・新規投資 12－１運営事業における更新投資・新規投資 

２．留意事項 

２－１．運営権に含まれる業務の範囲(「建設」、「改修」、「維持管理」のＰＦＩ法上の定義

等)について 

（１）運営事業は管理者等が所有権を有する公共施設等について「運営等」を行うものであ

り、「建設」及び「改修」は含まれていない。 

これは、運営事業を実施する権利である運営権が、公共施設等の所有権から公共施設等

の運営等を行い、収益する権利を切り出したみなし物権であり、運営権を設定する時点で

存在する「物」について設定するものであるためと考えられる。 

運営事業に含まれない「建設」及び「改修」とは、新たな施設を作り出すこと、いわゆ

る新設工事及び施設等を全面除却し再整備するものを指すと考えられる。 

一方、「維持管理」はいわゆる新設又は施設等を全面除却し再整備するものを除く資本

的支出又は修繕（いわゆる増築や大規模修繕も含む。）を指すと考えられる。運営事業に

「改修」が含まれていないのは、所有権がそもそも消滅する施設等の全面除却を伴う再整

備を除外する趣旨である。 

２－２．増改築と運営権の取扱いについて 

（１）運営権の所有権の一部を切り出したみなし物権としての性格に鑑みると、運営権は、

その設定時点で存在する「物」について設定することが可能であり、設定後に増改築され

た部分については、全て運営権を新たに設定することも理論上考えられる。 

（２）仮に施設が増改築された場合に、無制限に自動的に運営権が増改築部分に及ぶとなる

と、運営権者としても想定外の負担を強いられるとともに、他の事業者との関係において

も、民間事業者の選定手続の透明性を害しかねないおそれなしとしない。 

（３）他方、多少の増改築であっても、既存の運営権が及ばず新たな運営権の設定が必要と

すると、ＰＦＩは一般に長期の事業期間を前提とするにもかかわらず、施設の運営等に現

実的な支障が及びかねない。また、建物の増改築の場合、所有権の目的としての同一性は、

増改築されたものが従前の建物の構成部分として付加する程度のものか、その程度を超え

て別個の建物の建築として見られるべきかによって決せられるとされている。したがっ

て、施設の運営等のため必要な一定の範囲において、施設の増改築部分にも既存の運営権

を及ぼすことはＰＦＩ法上許容されていると解される。 

（４）どの程度の増改築について既存の運営権を及ぼさせるかは、具体的には管理者等が個

別に判断すべき事項と考えられる。例えば、水道施設の総体に運営権を設定した際、管路

や浄水施設等の増改築を実施した場合には、これらの管路や浄水施設等についても、既存

の運営権を及ぼすことが可能であると考えられる。ただし、ＰＦＩ法の各規定との関係か

ら、以下の点に留意が必要である。 

① 従前の施設が全面的に除却されると、その時点で管理者等の所有権が消滅し、運営権

も消滅すること。したがって、新たな運営権の設定が必要であること。 

② 施設の位置の変更や施設の平面的規模の大幅な拡大などにより、その内容によっては

施設の立地、すなわち住所に変更が生じる場合も考えられる。この場合、登録事項に変

更が生じるため、運営権の同一性を維持できず、新たな運営権の設定が必要と考えられ

ること。 

（公共施設等の利用料金） 

第 23 条 公共施設等運営権者は、利用料金を自らの収入として収受するものとする。 

２ 利用料金は、実施方針に従い、公共施設等運営権者が定めるものとする。この場合にお

いて、公共施設等運営権者は、あらかじめ、当該利用料金を公共施設等の管理者等に届け

出なければならない。 
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先行事例 ： 先行事例における運営権者の業務範囲              

 

浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業においては、市内の一部の処理

区のうち、終末処理場及び中継ポンプ場に対して運営権の設定が行われている。また、

業務範囲は、経営、改築及び維持管理となっているが、改築については、事業期間中に

大規模な改築更新を行う見込みがない土木・建築構造物が除外されている。 

須崎市公共下水道施設等運営事業においては、運営権の設定は須崎市終末処理場と

下水道管きょ（汚水）であるが、その他に５つのポンプ場と下水道管きょ（雨水）及び

２つの漁業集落排水と中継ポンプ施設、クリーンセンターも業務の対象としている。 

宮城県上工下水一体官民連携運営事業においては、４つの流域下水道事業にかかる

下水処理場に対して運営権の設定が行われ、経営・改築及び維持管理を業務範囲として

いるが、管渠のほか、土木・建築構造部を除外している。 

③ 登録簿の運営等の内容には、第三者が事業内容を特定できる程度事項を記載すること

が必要と考えられるが、施設の運営等の内容の変更により登録事項に変更が生じる場

合においては、運営権の同一性を維持できず、新たな運営権の設定が必要な場合もあり

得ること。 

（５）なお、施設の増改築部分に既存の運営権を及ぼす場合であっても、運営権者の負担の

明確化や選定手続の透明性の確保から、実施方針及び実施契約において、想定される増改

築の範囲・概要及び当該増改築部分に運営権が及ぶ旨が明記されることが望ましい。 
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2.10.3  事業期間 

 
コンセッション方式の事業期間に法令上の制限はない。地方公共団体の債務負担行為期

間の上限についても法令上の制限はないが、PFI 法第 68 条において国の債務負担行為の年

限が 30 年度以内と規定されていることは参考とされる。しかしながら、運営権者が安定的

にその技術力やノウハウを十分に発揮するとともに、事業を効率化・最適化していくために

は、相応の事業期間が必要と考えられる。 

事業期間の設定に当たっては、マーケットサウンディングを参考に、業務内容や施設の耐

用年数、更新工事の発生時期を総合的に勘案することが重要である。 

例えば大規模更新を伴う事業については、更新投資の回収期間を考慮して、数十年と長期

の事業になることも考えられる。 

一方、維持管理が主体となる事業については、運営権者が業務効率化を十分に発揮できる

だけの期間を考慮しつつも、施設の更新期間にとらわれないため、比較的短期間になると考

えられる。 

また、機械・電気設備の更新を伴う事業については、それぞれの更新のサイクルや耐用年

数を考慮した期間を事業期間とすることも考えられる。 

なお、再構築などを含めた事業計画の他、既存施設の耐用年数及び健全度、包括的民間委

託等が別途行われている場合にはその期間、固定価格買取制度（FIT）等を活用する事業に

あっては、その期間等を考慮することが重要である。 

図表 2-31 業務範囲と事業期間設定上の留意点（例） 

 

コンセッション方式の事業期間については、法令上の制限はなく、事業範囲に含める

施設の耐用年数等を考慮して、事業期間を設定することが重要である。 
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○ PFI 法 

（国の債務負担） 

第 68 条  

 国が選定事業について債務を負担する場合には、当該債務を負担する行為により支出す

べき年限は、当該会計年度以降三十箇年度以内とする。 

先行事例 ： 浜松市、須崎市、及び宮城県の事業における事業期間           

 

先行事例となる浜松市の下水道事業においては、事業期間は 20年間と定められて

いる。これは、投資コストの回収期間の確保、業務範囲の対象外となっている土木構

築物の改築更新の実施時期、将来的な浜松市全体の計画との整合性等を検討の上、事

業期間が設定されたとされている。 

また、須崎市では、事業期間は 19 年 6ヶ月、宮城県の事例においても、事業期間

は 20 年間と定められている。 


